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第 節

 1 恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案への対応
ঢ়ݱ（１）
　࿀Ѫײ情等のもつれにىҼする֤種のトラブϧや事件であって、被害者やその਌଒等（以下「被
害者等」という。）にة害が及Ϳおそれのある事Ҋ（以下「࿀Ѫײ情等のもつれにىҼする๫力的
事Ҋ」という。）のうち、ストーカー事Ҋ及び഑ۮ者からの๫力事Ҋの認知件数の推移は図表２－１
のとおりであり、平成25 年中の認知件数は、いͣれも、ストーカー規制法（注１）及び഑ۮ者๫力防止
法（注２）の施行以降、࠷ଟとなった。
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注：ストーカー事案には、執拗なつきまといや無言電話等のうち、ストーカー規制法やその他の刑罰法令に抵触しないものも含む。配偶者からの暴力事案は、
　  配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた被害者の相談等を受理した件数を指す。

よう

図表２－̍ ストーカー事案及び配偶者からの暴力事案の認知件数の推移（平成16～25年）

（２）対策
　࿀Ѫײ情等のもつれにىҼする๫力的事Ҋは、加害者の被害者に対するࣥண৺やࢧ഑意識がඇ
ৗに強いものがଟく、また、加害者が、被害者等に対して強いة害意ࢥを༗している৔合には、検挙
されることをސみͣ大୾な犯行に及Ϳこともあるなど、事ଶがٸల開して重大事件に発లするおそれ
が大きいものである。
　このため、警察では、࿀Ѫײ情等のもつれにىҼする๫力的事Ҋを࢝めとする人਎の҆全をૣٸ
に֬อするඞ要の認められる事Ҋ（以下「人਎҆全関連事Ҋ」という。）に一ݩ的に対ॲするための
体制を֬立し、被害者等の҆全の֬อを࠷༏先に、ストーカー規制法や഑ۮ者๫力防止法そのଞの
法ྩのੵۃ的なద用にΑる加害者の検挙のほか、被害者等の҆全な৔ॴへのආ難や਎ลの警ռ、
110 番ٸۓ通報ొ録γスςム（注３）へのొ録、ビσΦカϝラの設ஔ等にΑる被害者等のอޢાஔ等、
組৫にΑるਝ଎・的֬な対Ԡを推進している。さらに、平成25 年からॱ次、被害者等からの相談に
ద੾に対ԠできるΑう「被害者の意ܾࢥ定ࢧԉ手続」及び「ݥة性൑அチェックථ」を導入してい
る。
注１：ストーカー行ҝ等の規制等に関する法律
　２：഑ۮ者からの๫ྗの防止及び被害者の保ޢ等に関する法律
　３：あらかじめ電࿩番号を登録した被害者等から通報があった場合、被害者等からの通報であることが自動දࣔされるもの

ঁੑ・子供を犯罪から
守るための取組1
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図表２－２ ストーカー事案への対応状況の推移（平成21～25年）

年　次区　分
 ―　　 ―　　 ―　　 1,773 1,889 116（6.5％）
 759 877 786 1,504 1,574 70（4.7％）
 11 7 7 3 15 12（400.0％）
 70 73 62 141 153 12（8.5％）
 93 160 120 243 227 △16（△6.6％）
 87 106 90 277 286 ９（3.2％）
 124 147 125 270 263 △７（△2.6％）
 374 384 382 570 630 60（10.5％）
 263 229 205 351 402 51（14.5％）
 261 220 197 340 392 52（15.3％）
 2 9 8 11 10 △１（△9.1％）
 1,376 1,344 1,288 2,284 2,452 168（7.4％）
 33 41 55 69 103 34（49.3％）
 0 0 0 0 0 0（－）
 2,303 2,470 2,771 4,485 6,770 2,285（50.9％）
 4,331 5,887 5,409 7,410 9,199 1,789（24.1％）
 11,074 12,951 12,429 16,453 19,005 2,552（15.5％）

注：24年の数値と比較した25年の増減数（括弧内は増減率）

21 22 23 24 25 前年増減数（注）
検挙件数（件）
 刑法等検挙
  殺人（未遂を含む。）
  暴行
  傷害
  脅迫
  住居侵入
  その他
 ストーカー規制法違反検挙
  ストーカー行為罪
  禁止命令等違反
 警告
 禁止命令等
 仮の命令
 警察本部長等への援助の申出の受理件数
 行為者への指導警告
 被害者への防犯指導
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図表２－̏ 配偶者からの暴力事案への対応状況の推移（平成21～25年）

年　次区　分
 ̶　　 ̶　　 ̶　　 4,207 4,405 198（4.7％）
 1,658 2,346 2,424 4,103 4,300 197（4.8％）
 44 49 46 55 61 ６（10.9％）
 552 848 975 1,609 1,771 162（10.1％）
 853 1,170 1,142 1,942 1,999 57（2.9％）
 21 35 27 121 97 △24（△19.8％）
 22 38 32 49 44 △５（△10.2％）
 166 206 202 327 328 １（0.3％）
 92 86 72 121 110 △11（△9.1％）
 2,722 2,774 2,460 2,985 2,788 △197（△6.6％）
 2,429 2,428 2,144 2,572 2,379 △193（△7.5％）
 8,730 9,748 10,290 13,059 16,875 3,816（29.2％）
 5,753 8,481 9,331 14,963 17,129 2,166（14.5％）
 20,255 25,726 28,267 37,088 40,192 3,104（8.4％）

注1：24年の数値と比較した25年の増減数（括弧内は増減率）
　2：警察が裁判所から申立人が相談した際の状況を記載した書面等の提出を求められた件数
　3：警察が裁判所からの保護命令の通知を受けた件数
　4：21年の数値は、申出に対して執った措置件数

21 22 23 24 25 前年増減数（注1）
検挙件数（件）
 刑法等検挙
  殺人（未遂を含む。）
  暴行
  傷害
  脅迫
  住居侵入
  その他
 保護命令違反検挙
 裁判所からの書面提出要求（注２）
 裁判所からの保護命令通知（注３）
 警察本部長等への援助の申出の受理件数（注４）
 加害者への指導警告
 防犯指導・防犯機器貸出し
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ᶃ౦ژ౎ࡾୋࢢに͓͚Δࡴਓ݅ࣄを౿·͑たऔ૊に͍ͭͯ
ʢ̍ʣ事݅ͷ֓ཁ
　平成25年10月、東京都ࡾୋࢢにおいて、男（21）がঁ子ߍߴ生の自୐に৵入し、ؼ୐した同ߍߴ生をࡴ
害する事݅が発生した。
　事݅発生当日のޕ前த、警ࢹிࡾୋ警察ॺは、被害ঁੑ等から、男からのつきまとい等に関する相談を受ཧ
していた。
ʢ２ʣ事݅Λ౿·͑ͨରࡦ
　警ࢹிでは、相談を受ཧしたஈ֊では、男が被害ঁੑの生命をڴかす΄どのܸ߈行動を起こすݥةが੾ഭし
ているとの判அにࢸらず、被害の発生を防止するための組織的対Ԡがे෼になされなかったことを౿ま͑、
　˓	　生活安全部、ܐ事部及び૯務部が合同で事案への対処に当たる「ストーカー・Ｄ̫૯合対策本部」の
ઃ置

　˓　相談者等の安全に一૚഑ྀした相談の受ཧ及び対処
　˓　警察ॺにおける相談受ཧ体制の強化
　˓　他機関等との連携の強化
に取り組Ήこととした。
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①　Ұݩతʹରॲ͢ΔͨΊͷମ੍ͷཱ֬
　人਎҆全関連事Ҋに的֬に対ॲするため、25
年12月からॱ次、警ࢹ庁及びಓ府県警察ຊ部
において、認知のஈ֊から対ॲにࢸるまで、警察
ॺへの指導・ॿࢧ・ݴԉを一ݩ的に行う生活҆
全部໳と刑事部໳を૯合した体制を構ஙした。
また、警察ॺにおいても、人਎҆全関連事Ҋへ
の対ॲを౷ׅする੹೚者及び事Ҋ対ॲ時の要員
をあらかじめ指定することにΑり生活҆全部໳
と刑事部໳を૯合した体制を構ஙした。
　これに加͑て、事Ҋ認知時においてݥة性等
をۃݟめるために、被害者等からの相談対Ԡに
౰たっては、生活҆全部໳の୲౰者と刑事部໳
の૞ࠪ員がڞ同でௌ取するなど、組৫にΑる的
֬な対Ԡをపఈしている。

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　ਆಸ઒県警察は、25年�月に生活安全部及びܐ事部でߏ成する「人਎安全事ଶ対処ϓϩジェク
ト」（26年4月に、人਎安全事ଶ対処ࣨに組織改正）をઃ置し、前ஹのஈ֊で関係部໳が情報ڞ༗
と連携を図りつつ、ڍݕを始めとしたඞཁなા置について、警察ॺに対するਝ଎な支ԉを行って
いる。
　25年７月、元ަࡍ相手の男（4�）からストーカー行ҝを受けているとの相談を被害ঁੑ（40
歳୅）から受け、上記ϓϩジェクトཁ員を被害ঁੑの住居を׋؅する警察ॺに೿ݣし、同年̔月、
男に対してストーカー規制法に基づく警告を行った。そのࡍ、男が警告にೲಘしない༷子をݟせ
ていたことから、被害ঁੑのۈ務先を׋؅する警察ॺともྗڠして警ռをܧ続していた。その約
10日ޙ、被害ঁੑのۈ務先पลで男を発ݟし、৬務࣭໰を実施したとこΖ、男がਕ体の௕さ約30
ηンチϝートルのڇ౛等を所持していたことからॐ౛法（注）違反で逮捕した（ਆಸ઒）。■　　　　　■

ᶄ　ඃऀ֐ͷҙܾࢥఆࢧԉखଓ
　被害者の意ܾࢥ定ࢧԉ手続は、事Ҋのݥة性やストーカー規制法等に基づき警察がࣥりಘるાஔ
等を被害者等に図ࣔしながら分かりやすくઆ໌し、被害者等がٻめる対Ԡについての意ܾࢥ定をࢧ
ԉするためのものである。警察では、この手続にΑり被害者等の意ࢥを໌֬にすることで、被害者等
とڞ通認識を࣋って、Αりਝ଎・的֬な事Ҋ対Ԡを図っている。
ᶅ　ੑݥة൑அνΣοΫථ

࡞をಘてݟ法ਫ਼神ҩֶに関する༗識者のՊֶ的・ઐ໳的知࢘性൑அチェックථは、֎部のݥة　
成されたものであり、被害者から、被害者ຊ人や加害者の性֨等に関する߲目についてチェックථに
ैってௌ取し、その回౴結果から事Ҋのݥة性等の൑定を行うものである。警察は、この൑定結果
を事Ҋのݥة性等を൑அするためのࢿྉとして活用するとともに、൑定結果を被害者にࣔڭすること
にΑり、事Ҋのݥة性等について被害者に認識されるΑう努めている。

本部対処体制
現場支援要員

警察署 報 告

指 揮

事案認知時
に同時並行
で速報

・ 事案対処を統括する責任者
・ 事案対処時に体制に優先的に指名
される要員

・ 生安・刑事両部門で相談に対応
・ 被害者の意思決定支援手続
・ 危険性判断チェック票の活用

体 制

刑事部門生活安全
部門

警察署に派遣されて
事件検挙や保護対策
等の支援を行う要員

図表２－̐ 体制の確立

注：ॐ๒౛ྨ݋所持等取締法
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ᶄストʔΧʔߦҝ౳の੍ن౳にؔ͢Δ๏཯のҰ෦をվ正͢Δ๏཯に͍ͭͯ
　平成25年６月、第1�3回国会において、ストーカー規制法の一部を改正する法律が成ཱし、同年10月か
ら施行された（電子ϝールの連続送信行ҝの規制についての改正は、同年７月から施行）。ओな改正内容は次
のとおりである。
ʢ̍ʣి ੍نҝͷߦϝʔϧͷ࿈ଓૹ৴ࢠ
　改正前は、ڋまれたにもかかわらず、電子ϝールを連続して送信する行ҝが、規制対৅である「つきまとい
等」にؚまれていなかったことから、当該行ҝを「つきまとい等」に௥Ճした。
ʢ２ʣྩ໋ࢭې౳Λ͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δެ҆ҕһձ౳ͷ֦େ
　改正前は、禁止命令等、警告等をすることができる都道府県公安委員会や警察本部௕等が、被害者の住所地
を׋؅するものに限られていたことから、その居所の所在地、Ճ害者の住所・居所の所在地又は行ҝ地を׋؅
するものにも֦େした。
ʢ̏ʣඃऀ֐ͷؔ༩ͷڧԽ
　警告を求めるࢫのਃ出をした者のਃ出によっても、禁止命令等をすることができるようにするとともに、禁
止命令等や警告の実施について、଎やかに、それらのਃ出をした者に通知しなけれ͹ならないこととした。
ʢ̐ʣඃऀ֐ʹର͢Δ්ਓ૬ஊॴ౳ʹΑΔࢧԉ
　国及び地ํ公ڞ団体が被害者に対して講ずる支ԉの例として、් 人相談所等によるものを明記した。
ʢ̑ʣඃऀ֐ʹର͢Δࢧԉ౳ͷͨΊͷମ੍੔උʹඞཁͳࡒ੓্ͷાஔ౳
　国及び地ํ公ڞ団体は、被害者に対する්人相談所による支ԉ等を図るため、ඞཁな体制の੔උ等にඞཁな
。੓上のા置等を講ずるよう౒めなけれ͹ならないこととしたࡒ

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　25年７月、Իָ活動をする被害男ੑ（50歳୅）は、一ํ的に޷ҙをدせてくるঁ（3�）から、
Կ度もڋ൱のฦ信をしているにもかかわらず１年ؒに約３万通の電子ϝールが送信されたことに
ついて警察に相談した。ঁからの電子ϝールの連続送信行ҝについては、ストーカー規制法の改
正前は、ストーカー規制法の規制の対৅となっていなかったことから、警察では、ঁ に対して被害
男ੑへの電子ϝールの送信をやめるようࢦ導していた。しかし、ঁ は当該行ҝをやめず、ストー
カー規制法の一部を改正する法律の施行ޙも２िؒのؒに約400回にわたって電子ϝールを送信
したことから、同年９月、ঁ をストーカー規制法違反で逮捕した（܈അ）。■　　　　　■

ᶅストʔΧʔߦҝ౳の੍ن౳のࡏΓํにؔ͢Δ༗ࣝऀݕ౼ձ
　ストーカー規制法の一部を改正する法律ෟ則第５条に
より、੓府は、ストーカー行ҝ等の規制等の在りํについ
てݕ౼するためのٞڠ会のઃ置、当該行ҝの防止に関する
活動等を行っている民ؒの団体等のҙݟのௌ取等のા置
を講ずることとされた。これを౿ま͑、警察ிでは、平成
25年11月から、༗ࣝ者や被害者関係者から成る「ストー
カー行ҝ等の規制等の在りํに関する༗ࣝ者ݕ౼会」を開
会においては、ストーカー行ҝ等の規౼ݕしている。同࠵
制等の在りํ全ൠや被害者等の保ޢ等の在りํについて、
෯޿いݕ౼が行われている。

有識者検討会における検討の状況
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 2 子供の安全を守るための取組
　平成25 年中の少年（注）が被害者となった刑法犯の認知件数は20万921件であり、このうちڟѱ
犯は969件、ૈ ๫犯は１万2,277件であった。
ΒकΔたΊͷऔ૊͔ࡑΛ൜ڙࢠ（１）
ࡑͱͳΔ犯ऀ֐ඃ͕ڙࢠ　①

は図表（。という「供の被害件数ࢠ」以下）供が被害者となった刑法犯の認知件数ࢠະຬのࡀ13　
２－５のとおりであり、16年以降減少傾向にあったが、25年中は２万6,939件と、前年Αり1,327件

（5.2％）増加した。全被害件数に占めるࢠ供の被害件数の割合の高い罪種についてみると、25 年
中はུ取・誘սが51.1％（94 件）、強制Θいせつが14.6％（1,117件）、公然Θいせつが11.0％（136
件）であった。

0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000

子供の被害件数（右軸）

子供の被害件数（件） 37,054 34,459 32,957 34,458 33,328 33,480 31,832 28,500 25,612 26,939
殺人 111 105 110 82 115 78 77 76 67 68
強盗 11 16 8 7 8 7 7 14 11 9
強姦 74 72 67 81 71 53 55 65 76 69
暴行 1,115 1,136 1,055 933 867 754 705 700 843 884
傷害 615 546 553 529 472 490 463 488 492 548
強制わいせつ 1,679 1,384 1,015 907 936 936 1,063 1,019 1,054 1,117
公然わいせつ 120 132 98 73 76 80 109 83 138 136
逮捕・監禁 8 4 8 3 2 7 9 7 7 9
略取・誘拐 141 104 86 82 63 77 91 83 95 94

16 17 18 19 20 21 22 23 24年次区分 25

（件） （件）略取・誘拐
公然わいせつ強制わいせつ傷害暴行

0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
1,600
1,800

図表２－̑ 子供（13歳未満の者）の被害件数及び罪種別被害件数の推移（平成16～25年)

ᶄ　ڙࢠͷੜۭؒ׆ʹ͓͚Δ҆શରࡦ
Ξ　ֶߍ΍௨ֶ࿏ͷ҆શରࡦ

　警察では、ࢠ供が被害者となる犯罪をະ然に防止し、ࢠ供が҆৺して
ొ下ߍすることができるΑう、通ֶ࿏や通ֶ時間ଳに重点をஔいた警察
官にΑるύトローϧを強Խするとともに、ୀ৬した警察官等をスクーϧサ
ϙーターとしてҕ৤しֶߍへ೿ݣするなど、ֶ や通ֶ࿏ߍと連携してֶߍ
におけるࢠ供の҆全֬อを推進している。

Π　ඃ֐๷ڭࢭҭͷਪਐ
　警察では、ࢠ供に犯罪被害を回ආする能力等を਎に෇けさせるため、খֶߍ、ֶ शक़等において、
ֶ年や理ղ度にԠじ、ډࣳࢴ、ԋܶやローϧプϨイ方ࣜ等にΑりࢠ供がࢀ加・体ݧできる防犯ࣨڭ
や、஍Ҭ҆全Ϛップ࡞成会を関係機関・団体と連携して開࠵している。また、ڭ৬員に対しては、ෆ
৹者がֶߍに侵入した৔合の対Ԡ要ྖの指導等を行っている。

΢　৘ใൃ৴׆ಈͷਪਐ
　警察では、ࢠ供が被害に遭った事Ҋ等の発生に関する情報をࢠ供やอޢ者に対してਝ଎に提供で
きるΑう、警察ॺとڭҭҕ員会、খֶߍ等との間で情報ڞ༗体制を੔備するとともに、都ಓ府県警
察のウェブサイトやిࢠϝーϧ等を活用した情報発৴を行うなど、஍Ҭ住民に対する情報提供を実施
している。

防犯教室

注：20歳未ຬの者
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Τ　ϘϥϯςΟΞʹର͢Δࢧԉ
　警察では、「ࢠ供110 番のՈ」としてݥةに遭۰したࢠ供の一時的なอޢと警察への通報等を行
うϘランςΟアに対し、スςッカーや対ԠϚニϡアϧ等を഑෍するなどのࢧԉを行っているほか、防犯
ϘランςΟア団体との合同ύトローϧを実施するなど、自ओ防犯活動をࢧԉしている。
ᶅ　҆ੑঁڙࢠશରࡦ൝ʹΑΔ׆ಈͷਪਐ

　警察では、21年４月、ࢠ供や女性を対象とする性犯罪等の前ஹとみられる੠ֻけ、つきまとい等の
事Ҋに関する情報ऩू、分析等にΑり行ҝ者をಛ定し、検挙ຢは指導・警ࠂ等のાஔをͣߨることに
Αって先制・༧防的活動を行うࢠ供女性҆全対策൝	̟̬̖̩ 
（注）を警ࢹ庁及びಓ府県警察ຊ部に設
ஔし、ै དྷの検挙活動等に加͑、この先制・༧防的活動をੵۃ的に推進していくことにΑり、ࢠ供や
女性を被害者とする性犯罪等のະ然防止に努めている。

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　25年２月、下ߍதのঁ（10）ࣇが、༑人とา道上でཱち࿩をしていたࡍに、車のதから容࢟を
Өされたとの事案のಧ出を受け、子供ঁੑ安全対策൝において૞ࠪを行った。૞ࠪの݁Ռ、行ҝࡱ
者の男（51）をಛ定し、事情ௌ取において、男がੑ的ح޷৺からঁࣇの容࢟をࡱӨしたと認めた
ことから、ݫॏに警告した（Ԭࢁ）。■　　　　　■

ᶆ　࠶犯๷ࢭાஔ੍౓ͷڧԽ
　警察では、17年６月から13ࡀະຬのࢠ供を被害者とした強制Θいせつ等の๫力的性犯罪で෰໾し
てग़ॴした者について法務省から情報提供を受け、֤ 都ಓ府県警察において、そのग़ॴ者のॴ在֬認
を実施している。23年４月からは、ඞ要にԠじて౰֘ग़ॴ者の同意をಘて໘談を行うなど、࠶犯防止
に向けたાஔの強Խを図っている。

଴対策ٮಐࣇ（２）
گͷঢ়ࠂɾ௨ڍݕ　①

଴の検挙件数は近年増加傾向にあり、平成25年中の検挙件数は467件、検挙人員は482ٮಐࣇ　
人と、౷計をとり࢝めた11年以降、24年に次いでଟく、ࣇಐٮ଴はۃめてਂࠁな情੎にある。一方、
଴ٮ少となった。近年のଶ༷別検挙件数をみると、਎体的࠷ڈಐ数は、25年中は25人とաࣇ๢ࢮ
が全体の̓割以上を占めているが、25年中は৺理的ٮ଴が前年Αり大෯に増加している。
　また、ࣇಐٮ଴ຢはそのٙいがあるとして警察からࣇಐ相談ॴに通ࠂしたࣇಐ数は年ʑ増加し、25
年中はա࠷ڈଟとなった。ଶ༷別では、ಛに৺理的ٮ଴の増加がஶしく、25年中は１万2,344人と
全体の約６割を占めている。

怠慢・拒否 心理的虐待性的虐待身体的虐待（件）

0

100

200

300

400

500

合計（件）
　身体的虐待
　性的虐待
　怠慢・拒否
　心理的虐待

 21 22 23 24 25
 334 352 384 472 467
 234 270 270 344 334
 91 67 96 112 103
 9 15 17 10 14
 0 0 1 6 16

区分 年次

注：無理心中、出産直後の殺人及び遺棄を含まない。

図表２－̒ 児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成21～25年）

（人）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
怠慢・拒否 心理的虐待性的虐待身体的虐待

通告人員（人）
　身体的虐待
　性的虐待
　怠慢・拒否
　心理的虐待

 21 22 23 24 25
 6,277 9,038 11,536 16,387 21,603
 2,558 3,754 4,484 5,222 6,150
 149 129 150 163 149
 1,137 1,701 2,012 2,736 2,960
 2,433 3,454 4,890 8,266 12,344

区分 年次

図表２－7 警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成21～25年）

注：+VWenile	and	8oman	"egis	5eamのུ
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ᶄ　ؔؔػ܎ͱ࿈ͨ͠ܞऔ૊
を༩͑るもڹ成に重大なӨܗをஶしく侵害し、その৺਎の成௕及び人֨のݖಐの人ࣇ、଴はٮಐࣇ　
のであることから、警察では、֤ 種活動を通じてࣇಐٮ଴のૣظ発ݟに努めるとともに、ࣇಐ相談ॴ、
のためのાஔをޢಐの生໋・਎体のอࣇな連携をอちながらີۓҩྍ機関等の関係機関との、ߍֶ
。じているߨ的にۃੵ
ಐࣇਖ਼な૞ࠪや被害ݫ、するほかࠂಐ相談ॴ等に通ࣇ଴のٙいのある事Ҋでは、଎やかにٮಐࣇ　
のࢧԉ等、警察としてできるݶりのાஔをߨじて、ࣇಐの҆全の֬認及び҆全の֬อを࠷༏先とした
対Ԡのపఈを図っている。また、ࣇಐのอޢに向けて、ݸ別事Ҋについての情報を入手したૣظのஈ
֊から関係者間で情報をڞ༗し、対Ԡの検౼が行͑るΑう、ࣇಐ相談ॴ等の関係機関との連携の強
Խを図っている。

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　25年６月、ύトϩールதの警察׭がற車தの車内に置きڈりにされたঁࣇ	１
を発ݟした。付
近にઃ置された防犯カϝラ画૾等を確認した݁Ռ、実฼（1�）とަࡍ相手の男（36）が車を止め
て近くのͺちΜこ店に޲かいঁࣇを置きڈりにして༡ٕをしていたことが判明したことから、実฼
らを保ޢ੹೚者Ҩغ罪で逮捕した（෱Ԭ）。■　　　　　■

（３）͍ ͡ΊࣄҊ΁ͷ対Ԡ
　近年のいじめ（注）にىҼする事件数は、平成23 年まで減少傾向にあったが、24 年中は260 件と
増し、さらに25ٸ 年中はত࿨61年以降で࠷ଟとなる410 件に増加した。検挙・ิ導人員も、24 年
中は511人、25 年中は724人となり、ここ２年で大きく増加した。また、25 年中の検挙・ิ導人員
の約̓割を中ֶ生が占めている。
　警察では、少年相談活動やスクーϧサϙーターのֶߍへの๚໰活動等にΑり、いじめ事Ҋのૣظ
೺Ѳに努めるとともに、೺Ѳしたいじめ事Ҋの重大性及びٸۓ性、被害少年及びそのอޢ者等の意
向、ֶ ֶ、等の対Ԡ状況等を౿ま͑ߍ 。に連携しながら、的֬な対Ԡを推進しているີۓ等とߍ

■　　　　　■
事例 ▶

Case

　男子தֶ生（14）ら４人は、同じதֶߍに通う男子に対し、集団で、ऽる、૟আ用のモッϓの
ฑでಥくなどの๫行をՃ͑ていた。25年６月、同ڭߍ་から事案についての相談を受け、同月、
４人を๫ྗ行ҝ等処罰ニ関スル法律違反（集団的๫行）で逮捕した（ฌݿ）。■　　　　　■

注：平成25年தの਺値は、「いじめ」の定ٛを、同年６月に制定されたいじめ防止対策ਪਐ法第２条に定める「ࣇಐ等に対して、当該ࣇಐ等が在
੶するֶߍに在੶しているなど当該ࣇಐ等と一定の人的関係にある他のࣇಐ等が行う৺ཧ的又は物ཧ的なӨڹを༩͑る行ҝ（インターネット
を通じて行われるものをؚΉ。）であって、当該行ҝの対৅となったࣇಐ等が৺਎のۤ௧をײじているもの」としている。また、24年以前の਺
値は、「いじめ」の定ٛを「୯ಠ又はෳ਺で、୯਺又はෳ਺のಛ定人に対し、਎体に対する物ཧ的ܸ߈又はݴ動によるڴし、いやがらせ、無ࢹ
等の৺ཧ的ѹഭを一ํ的に反෮ܧ続してՃ͑ることによりۤ௧を༩͑ることをいい、๫૸଒等ඇ行集団ؒにおける対ཱ߅૪に起Ҽする事݅を
ؚまないもの」としている。

一義的には学校における
対応を尊重（必要に応じ
て、警察からも加害少年
に注意・説諭）

原則として被害の
届出を即時受理し
て捜査を推進

迅速に捜査に
着手

被害少年

相
談
・
通
報

その他の事案

被害少年又はその保護者
が犯罪行為として取り扱
うことを求める事案

被害少年の生命・身体の
安全が脅かされているよ
うな重大な事案

学校における
対応を支援

対応状況等を
警察に連絡

いじめ事案

いじめ事案の早期把握 把握した事案への的確な対応

◆基本的な考え方
教育上の配慮等の観点から、一義的には教育現場における対応を尊重しつ

つも、犯罪行為がある場合には、被害少年や保護者等の意向や学校における
対応状況等を踏まえながら、警察として必要な対応をとる。

少年
相談

（学校の指導効果が不十分な場合）

警察としてのより主体的
な対応を検討

スクールサポーター
の訪問活動等により、
日頃から緊密に連携

図表２－̕ 警察によるいじめ事案への対応

0
100
200
300
400
500
600
700
800（人・件）

検挙・補導人員（高校生）
検挙・補導人員（小学生）

検挙・補導人員（中学生）
事件数

313

163 133 113

260

410

281
219

511

724

 21 22 23 24 25年次区分

傷害
暴行
恐喝
暴力行為      
児童買春・児童ポルノ     
強制わいせつ
強要
器物損壊
その他

 163 133 113 260 410
 74 59 57 122 146
 22 33 18 74 132
 27 9 8 20 28
 10 6 9 11 27
 2 4 3 5 17
 1 3 5 3 13
 3 7 2 10 10
 8 2 3 4 10
 16 10 8 11 27

事件数合計（件）

図表2－8　　�͍ ͡ΊʹىҼ͢Δ事݅ͷڍݕɾิಋঢ়گ
ͱࡑछผ事݅਺ͷਪҠʢฏ੒21ʙ25೥ʣ
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ᶆ͍じΊ๷止対策ਪਐ๏ɾ͍じΊ๷止جຊํ਑
　いじめは、いじめを受けたࣇಐ生ెのڭҭを受ける権利をஶしく৵害し、その৺਎の݈全な成௕及び人֨の
。を生じさせるおそれがあるݥةを༩͑るのΈならず、その生命又は਎体にॏେなڹ成にॏେなӨܗ
　こうした͑ߟの下、いじめの防止等のための対策を૯合的かつ効Ռ的にਪਐするため、平成25年６月、い
じめ防止対策ਪਐ法が成ཱし、同年９月から施行された。同年10月には、同法に基づき、いじめの防止等の
ための۩体的な内容やӡ用を定めた「いじめ防止基本ํ਑」をจ部Պֶେਉが策定し、そのதで、いじめの໰
୊への対策を社会૯がかりでਐめ、いじめの防止、地Ҭ・Ոఉ・関係機関ؒの連携等をより実効的なものとす
ることとされた。
　同法では、いじめが犯罪行ҝとして取りѻわれる΂きものであるとֶߍが認めるときは、警察ॺと連携して
対処することとされた。また、国や地ํ公ڞ団体は、いじめの防止等のための対策が専໳的知ࣝに基づき適੾
に行われるようඞཁな人ࡐの確保等のા置を講ずることとされ、同基本ํ਑では、確保す΂き人ࡐの۩体例と
して「スクールサϙーター等の警察ݧܦ׭者」が明ࣔされた。

（４）গ೥ͷ෱ࢱΛ͢֐Δ൜ࡑ΁ͷ対策ͱ༗ڥ؀֐対策
①　গ೥ͷ෱ࢱΛ͢֐Δ犯ࡑ΁ͷରࡦ

　インターωットの普及等にΑり、෱ࢱ犯（注）の中で
も、ಛにインターωットの利用にىҼする被害がਂ
な໰୊となっていることを౿ま͑、警察ではそのࠁ
取締り、被害拡大防止及び被害少年の発ݟ・อޢ
を推進している。
　෱ࢱ犯の検挙件数は図表２－10のとおりであ
り、近年؇やかな増減があるも、ほ΅ԣばいで推移
している。

Ξ　ѱ࣭ੑͷ͍ߴ෱ࢱ犯
　近年、ग़会いܥサイト等を利用して組৫的にࣇಐ
ങय़のपટを行う事犯や、ҿ৯店、Ϛッサージ店等
の合法的なӦ業を૷いながらࣇಐに൰Θいなݴ動
等で઀٬させる事犯等、ࣇಐを組৫的にࢧ഑し、性的な༗害業務にै事させ、ࣇಐの৺਎に༗害な
Өڹを༩͑る事犯がग़現している。
　このΑうなѱ࣭性の高い෱ࢱ犯は、๫力団のࢿ金֫ಘ活動としても行Θれることから、警察では、
実ଶ೺Ѳの推進と情報の分析、ੵ ಐの立ࣇಐのิ導と被害ࣇ的な取締りや、༗害業務にै事するۃ
ち௚りࢧԉを推進している。

■　　　　　■
事例 1

Case

　๫ྗ団װ部の男（40）らは、Ո出தのঁ子தֶ生（14）を自୐に住まわせた上で、インター
ネット上でࣇಐとのੑަ等のあっせΜを行い、売य़をさせていた。25年６月、男ら３人をࣇಐ෱
■　　　　　■。で逮捕した（ਆಸ઒）（ಐにӀ行をさせる行ҝࣇ）法違反ࢱ

■　　　　　■

事例 2
Case

　自営業の男（43）らは、ঁ 子ߍߴ生（16）らをޏい入れ、ֶ 生෰等をண用させた上で、ڱいݸ
ࣨ内で男ੑ客に਎体をີணさせてఴい৸等を行う業務にबかせていた。25年１月、1�店ฮに対
する૞ࠩࡧԡ͑を実施するとともに、被害ࣇಐ計�6人を保ޢした。同年２月、男ら４人を࿑ಇ基
४法違反（ݥة༗害業務のब業制限）で逮捕した（警ࢹி）。■　　　　　■

注：গ年の৺਎に༗害なӨڹを༩͑、গ年の෱ࢱを害する犯罪をいう。例͑͹、ࣇಐ買य़、ࣇಐϙルϊに係る行ҝ等の処罰及びࣇಐの保ޢ等に関
する法律（以下「ࣇಐ買य़・ࣇಐϙルϊ禁止法」という。）違反、ࣇಐ෱ࢱ法違反（ࣇಐにӀ行をさせる行ҝ等）、࿑ಇ基४法違反	年গ者のة
。げられるڍ༗害業務等）等がݥ

検挙件数（件） 被害少年数（人）

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

25（年）242322平成21

7,753 8,146 8,256 7,909 7,687

6,412
6,8087,3327,3407,145

（件・人）

図表２－10 福祉犯の検挙件数等の推移（平成21～25年）
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ᶇαΠόʔิಋの実ࢪ
　近年、インターネットの利用
に起Ҽする෱ࢱ犯被害が૿Ճし
ており、ಛに、தֶ生やߍߴ生
が携ଳ電࿩、スマートフΥン等
を使用して、インターネット上
の΢ェブサイト等をհして行う
ԉॿަࡍに対しては、ै དྷから
の֗಄ิ導により෱ࢱ犯被害の
防止を図ることはࠔ難なঢ়گに
ある。
　このため、警察では、平成25
年10月から、インターネット
の利用に起Ҽする෱ࢱ犯から
するため、インターޢಐを保ࣇ
ネット上にԉॿަࡍを求めるなどの不適੾なॻき込Έを行ったࣇಐをサイバーύトϩールによって発ݟし、ॻ
き込Έを行ったࣇಐと઀৮して௚઀注ҙ・ࢦ導する「サイバーิ導」をਪਐしており、25年த（注）はԉॿަ
。ಐ15�人をิ導したࣇを求めるなどのॻき込Έを行ったࡍ

δ
ᇜ

ǤȳターȍȃȈᆰ᧓

୿Ɩ
ᡂǈ

੗ ᚑ

лりЏりư˟えるʴ
いまƤǜか(^0^)/

٥ବኵጢ ᝰବܲ ᅦᅍ犯被害

サǤȐーᙀݰ

連携

ʩ ̮

サǤȐーȑȈȭール

ʩ ̮

਼௹ᢿᧉ౨ਫ

ᙀ

ݰ
˟いましǐƏ

図表２－11 サイバー補導

Π　ࣇಐϙϧϊ
ಐϙϧϊ事犯の検挙件数は近年増加傾向にあࣇ　
り、25 年中の検挙件数は1,644 件、被害ࣇಐ数は
646人と、いͣれもա࠷ڈଟをه録した。また、事
件検挙を通じて同年に৽たにಛ定されたখֶ生以
下のࣇಐのうち、約̓割が強׫・強制Θいせつの手
ஈにΑりࣇಐϙϧϊを੡造されているほか、スϚート
フΥンの使用を通じて被害に遭ったࣇಐ数が増加し
ているなど、ࣇಐϙϧϊをめ͙る情੎は引き続きਂ
。な状ଶにあるࠁ
　警察では、このΑうな情੎を౿ま͑、同年５月の
犯罪対策ֳ྅会議で取りまとめられた「ୈ二次ࣇಐ
ϙϧϊഉআ૯合対策」等に基づき、関係機関・団体
等とີۓな連携を図りながら、取締りの強Խ、広報啓発活動、ྲྀ 通・Ӿཡ防止対策等を推進している。
　また、警察庁では、国ࡍ会議へのࢀ加や、東ೆアジア֤国の૞ࠪ官等をটいたࣇಐの঎業的・性
的ࡡ取犯罪対策に関する会議の開࠵等にΑり、国ࡍ૞ࠪ協力や情報交׵の強Խに努めている。
　さらに、プロバイμにΑるࣇಐϙϧϊのӾཡ防止ાஔ（ブロッΩンά）について、アドϨスϦスト࡞成
管理団体に情報提供やॿݴを行うなどの取組を推進している。
　26 年６月には、盗ࡱにΑるࣇಐϙϧϊの੡造や自ݾの性的ح޷৺をຬたす目的でのࣇಐϙϧϊの
ॴ࣋のې止等を内容とするࣇಐങय़・ࣇಐϙϧϊې止法の一部を改ਖ਼する法཯が成立し、同年̓月
から施行された。

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　会社員の男	40
らࣇಐϙルϊ愛޷者άルーϓは、インターネット上の動画投ߘサイト等を通じ
て、ޓいにࣇಐϙルϊ画૾をަ׵するなどしていた。このதには、ࣇಐになりすまして、インター
ネット上で知り合ったঁࣇに、ঁ 自਎のད体のࣸਅを送らせた者もいた。25年̔月までに、男ࣇ
ら62人をࣇಐ買य़・ࣇಐϙルϊ禁止法違反（ࣇಐϙルϊ提供等）等でڍݕした（ਆಸ઒、Ԭࢁ）。■　　　　　■

注：平成25年தのิ導人員は、同年４月15日から10月20日までのؒに実施されたࢼ行ؒظதのิ導人員をؚΉ。
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図表２－12 児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成21～25年）
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ᶄ　গ೥ΛऔΓ͘ר༗ڥ؀֐ͷড়Խରࡦ
　スϚートフΥンやインターωット઀続機能を備͑た携ଳήーム機等の普及にΑり、インターωットの
利用にىҼする少年の犯罪被害が全国的に発生しているほか、ൟ՚֗等において少年の性をചり物
とする৽たなܗଶのӦ業が次ʑとग़現しているなど、近年の少年を取りרく社会ڥ؀はਂࠁな状況に
ある。
　少年は৺਎ともにະख़であり、ڥ؀からのӨڹを受けやすいことから、警察では、インターωットの
利用にىҼする犯罪被害の発生状況を౿ま͑、関係機関・団体等と連携の上、อޢ者に対する啓発
活動、ࣇಐに対する情報モラϧڭҭ、携ଳి࿩事業者等に対するフΟϧタϦンά（注１）等の普及促進の
ための要੥等の取組を推進している。
　また、少年に༗害な঎品等を取りѻう店に対して、少年の݈全ҭ成のための自ओ的ાஔが促進さ
れるΑう指導・要੥を行うなど、༗害ڥ؀のড়Խに努めている。

（５）গ೥ͷ൜ࡑඃ֐΁ͷ対Ԡ

　 警察では、犯 罪の
被害に遭った少年に対
し、少年ิ導৬員（注２）

を中৺にܧ続的にカウ
ンセϦンάを行うなど
のࢧԉを行うとともに、
大ֶのڀݚ者、ਫ਼神Պ
ҩ、ྟ চ৺理࢜等のઐ
໳Ոを被害少年カウン
セϦンάアドバイザーと
してҕ৤し、ࢧԉを୲
౰する৬員がઐ໳的な
ॿݴを受けることがで
きるΑうにしている。

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　தֶ生の࣌にੑ的被害を受けたঁࣇは、自෼の相談を୺ॹに関係者が逮捕されたことについて、
自෼を੹め、不登ߍになるなど強いਫ਼ਆ的ଧܸを受けていた。そのため、ֶ ಐ相談所等とࣇやߍ
連携し、ܧ続した支ԉを実施したとこΖ、ঁ Ճを通じて次第にকࢀは、居場所づくり活動へのࣇ
དྷの໨ඪをݟ出しߴ、 は、Ξルバイトを通じてब৬へのҙཉޙਐֶߍߴ。へのਐֶをՌたしたߍ
も持つようになった（ࠤլ）。■　　　　　■

注１：インターネット上の΢ェブサイト等を一定の基४に基づきબผし、੨গ年に༗害な情報をӾཡできなくするϓϩάラムやサービス
　２：	ಛに専໳的な知ࣝ及びٕ能をඞཁとする活動を行わせるため、その活動にඞཁな知ࣝとٕ能を༗する警察৬員（警察׭をআく。）のうちから

警ࢹ૯؂又は道府県警察本部௕が命じた者で、গ年のඇ行防止やཱち௚り支ԉ等の活動において、ॏཁな役割をՌたしている。平成26年
４月１日ݱ在、全国に約900人のগ年ิ導৬員が഑置されている。

保護者 被害ᑡᖺ

䕿 支援体制
・ ᑡᖺ䝃䝫䞊䝖䝉䞁䝍䞊
・ ᑡᖺ⿵ᑟ⫋員 等

䕿 相談❆ཱྀ
・ ᑡᖺ相談ᐊ 等

㐃ᦠ
䜹䜴䞁䝉䝸䞁䜾
⎔ቃのㄪᩚ等

相談

㐃ᦠ

㛵ಀᶵ㛵・ᅋ体

被害ᑡᖺ䝃䝫䞊䝍䞊
䠄ᆅᇦ䝪䝷䞁䝔䜱䜰䠅

被害ᑡᖺ䜹䜴䞁䝉䝸䞁䜾
䜰䝗䝞䜲䝄䞊

䠄⮫ᗋᚰ⌮ኈ䚸⢭⚄⛉་等䠅
ᤚ ᰝ 部 門

被害の
⏦告

㐃⤡指ᑟ・ຓゝ

図表２－1� 被害少年の支援
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 1 国民の財産を狙う事犯への対策
（１）ひったくり対策
　ひったくりの認知・検挙状況の推移は図表２－14のとおりである。ひったくりの認知件数は、平成
14 年（５万2,919件）をピークに11年連続で減少しており、25年中は7,909件と、１万件を下回り、
ピーク時の６分の１以下にまで減少した。しかし、依然として、ひったくりの被害者の約９割を女性
が占めている。また、25 年中のひったくりの認知件数のうち、上位５都府県（大阪府、神奈川県、埼
玉県、東京都及び千葉県）で62.7％を占めている。
　警察では、ひったくり事件の発生状況や手口を分析して、ひったくりの被害防止に効果のあるかば
んの携行方法や通行方法等について指導啓発を行っているほか、関係機関・団体等と協力し、自転
車用のひったくり防止カバー等の普及を促進するなどしている。

検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％） 女性の被害割合（％）（件・人） （%）

認知件数（件） 39,399 32,017 26,828 23,687 19,167 19,054 14,589 12,491 10,097 7,909
検挙件数（件） 13,561 10,406 10,090 11,321 11,229 9,051 6,323 6,327 4,647 4,186
検挙人員（人） 2,259 1,851 1,652 1,524 1,251 1,438 1,191 1,098 861 740
検挙率（％） 34.4 32.5 37.6 47.8 58.6 47.5 43.3 50.7 46.0 52.9
女性の被害割合（％） 93.9 93.2 92.6 92.3 91.7 91.3 91.6 90.7 89.2 87.5

年次区分 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
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図表２－14 ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

（２）万引き対策
　万引きの認知・検挙状況の推移は図表２－15のとおりである。平成14 年から24 年までの間、13
万件以上で推移してきた万引きの認知件数は、25年に13万件を下回ったものの、刑法犯認知件数に
占める万引きの認知件数の割合は、25 年中で 9.6％と約１割に達している。また、万引きの検挙人
員全体に占める高齢者（注）の割合は上昇傾向にあり、25 年中は32.7％であった。
　警察では、万引きを許さない社会気運の醸成や規範意識の向上を図るため、関係機関・団体等と
連携した広報啓発活動を行うなど、社会を挙げた万引き防止に向けた取組を推進している。

検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％） 高齢者の検挙割合(%)（件・人） （%）

認知件数（件） 158,020 153,972 147,113 141,915 145,560 150,060 148,669 141,931 135,231 126,386
検挙件数（件） 114,465 115,636 110,723 105,774 105,986 108,802 107,684 104,516 97,841 89,910
検挙人員（人） 112,783 113,953 107,123 102,504 101,504 105,228 104,804 101,340 93,079 85,464
検挙率（％） 72.4 75.1 75.3 74.5 72.8 72.5 72.4 73.6 72.4 71.1
高齢者の検挙割合(%) 18.3 20.4 23.4 25.2 26.6 25.7 26.1 27.7 30.8 32.7

年次区分 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
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80

100

図表２－15 万引きの認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

注：65歳以上の者

（３）侵入窃盗対策
　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移は図表２－16のとおりである。
ピーク時である平成14 年（33万8,294 件）以降減少傾向にあり、同
年から25 年にかけて、侵入窃盗の認知件数は23万981件（68.3％）
減少した。
　警察庁、経済産業省、国土交通省及び建物部品関連の民間団体か
ら成る「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」
では、16 年４月から、侵入までに５分以上の時間を要するなど一定の
防犯性能があると評価した建物部品（ＣＰ部品）を掲載した「防犯性
能の高い建物部品目録」をウェブサイトで公表するなどして、ＣＰ部品
の普及に努めており、目録には26 年３月末現在で17 種類3,252品目が掲載されている。さらに、
警察庁のウェブサイトに「住まいる防犯110 番」 ）注（ を開設し、侵入犯罪対策の広報を推進している。

検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％）（件・人） （%）

認知件数（件） 290,595 244,776 205,463 175,728 155,281 148,772 136,750 126,382 115,337 107,313
検挙件数（件） 104,816 104,454 100,824 96,266 87,047 81,545 70,307 65,270 62,298 53,914
検挙人員（人） 13,548 12,564 12,434 12,037 11,079 10,852 10,766 10,586 9,719 9,063
検挙率（％） 36.1 42.7 49.1 54.8 56.1 54.8 51.4 51.6 54.0 50.2

年次区分 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
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図表２－16 侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

（４）侵入強盗対策
　侵入強盗の認知・検挙状況の推移は図表２－17のとおりである。平成21年にコンビニ強盗の認
知件数が前年比で大きく増加したことなどから、同年には侵入強盗の認知件数が増加に転じたもの
の、ピーク時である15 年（2,865 件）以降、減少傾向にある。
　警察では、コンビニエンスストアや金融機関等を対象とした強盗対策として、防犯体制、現金管理
の方法、店舗等の構造、防犯設備等について基準を定め、警察官の巡回や防犯訓練等を実施してい
る。

検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％）（件・人） （%）

認知件数（件） 2,776 2,205 1,896 1,700 1,647 1,892 1,680 1,489 1,365 1,254
検挙件数（件） 1,458 1,328 1,201 1,140 1,045 1,220 1,094 995 933 839
検挙人員（人） 1,356 1,255 1,107 968 970 1,072 957 886 803 723
検挙率（％） 52.5 60.2 63.3 67.1 63.4 64.5 65.1 66.8 68.4 66.9
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図表２－17 侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

注：http://www.npa.go.jp/safetylife/seianki26/index.html

国民の生活を犯罪から
守るための取組2

ＣＰマーク　ＣＰ部品だけが表示できる共通
標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字
を図案化したもの
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 1 国民の財産を狙う事犯への対策
（１）ひったくり対策
　ひったくりの認知・検挙状況の推移は図表２－14のとおりである。ひったくりの認知件数は、平成
14 年（５万2,919件）をピークに11年連続で減少しており、25年中は7,909件と、１万件を下回り、
ピーク時の６分の１以下にまで減少した。しかし、依然として、ひったくりの被害者の約９割を女性
が占めている。また、25 年中のひったくりの認知件数のうち、上位５都府県（大阪府、神奈川県、埼
玉県、東京都及び千葉県）で62.7％を占めている。
　警察では、ひったくり事件の発生状況や手口を分析して、ひったくりの被害防止に効果のあるかば
んの携行方法や通行方法等について指導啓発を行っているほか、関係機関・団体等と協力し、自転
車用のひったくり防止カバー等の普及を促進するなどしている。

検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％） 女性の被害割合（％）（件・人） （%）

認知件数（件） 39,399 32,017 26,828 23,687 19,167 19,054 14,589 12,491 10,097 7,909
検挙件数（件） 13,561 10,406 10,090 11,321 11,229 9,051 6,323 6,327 4,647 4,186
検挙人員（人） 2,259 1,851 1,652 1,524 1,251 1,438 1,191 1,098 861 740
検挙率（％） 34.4 32.5 37.6 47.8 58.6 47.5 43.3 50.7 46.0 52.9
女性の被害割合（％） 93.9 93.2 92.6 92.3 91.7 91.3 91.6 90.7 89.2 87.5
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図表２－14 ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

（２）万引き対策
　万引きの認知・検挙状況の推移は図表２－15のとおりである。平成14 年から24 年までの間、13
万件以上で推移してきた万引きの認知件数は、25年に13万件を下回ったものの、刑法犯認知件数に
占める万引きの認知件数の割合は、25 年中で 9.6％と約１割に達している。また、万引きの検挙人
員全体に占める高齢者（注）の割合は上昇傾向にあり、25 年中は32.7％であった。
　警察では、万引きを許さない社会気運の醸成や規範意識の向上を図るため、関係機関・団体等と
連携した広報啓発活動を行うなど、社会を挙げた万引き防止に向けた取組を推進している。

検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％） 高齢者の検挙割合(%)（件・人） （%）

認知件数（件） 158,020 153,972 147,113 141,915 145,560 150,060 148,669 141,931 135,231 126,386
検挙件数（件） 114,465 115,636 110,723 105,774 105,986 108,802 107,684 104,516 97,841 89,910
検挙人員（人） 112,783 113,953 107,123 102,504 101,504 105,228 104,804 101,340 93,079 85,464
検挙率（％） 72.4 75.1 75.3 74.5 72.8 72.5 72.4 73.6 72.4 71.1
高齢者の検挙割合(%) 18.3 20.4 23.4 25.2 26.6 25.7 26.1 27.7 30.8 32.7
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図表２－15 万引きの認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

注：65歳以上の者

（３）侵入窃盗対策
　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移は図表２－16のとおりである。
ピーク時である平成14 年（33万8,294 件）以降減少傾向にあり、同
年から25 年にかけて、侵入窃盗の認知件数は23万981件（68.3％）
減少した。
　警察庁、経済産業省、国土交通省及び建物部品関連の民間団体か
ら成る「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」
では、16 年４月から、侵入までに５分以上の時間を要するなど一定の
防犯性能があると評価した建物部品（ＣＰ部品）を掲載した「防犯性
能の高い建物部品目録」をウェブサイトで公表するなどして、ＣＰ部品
の普及に努めており、目録には26 年３月末現在で17 種類3,252品目が掲載されている。さらに、
警察庁のウェブサイトに「住まいる防犯110 番」 ）注（ を開設し、侵入犯罪対策の広報を推進している。

検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％）（件・人） （%）

認知件数（件） 290,595 244,776 205,463 175,728 155,281 148,772 136,750 126,382 115,337 107,313
検挙件数（件） 104,816 104,454 100,824 96,266 87,047 81,545 70,307 65,270 62,298 53,914
検挙人員（人） 13,548 12,564 12,434 12,037 11,079 10,852 10,766 10,586 9,719 9,063
検挙率（％） 36.1 42.7 49.1 54.8 56.1 54.8 51.4 51.6 54.0 50.2
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図表２－16 侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

（４）侵入強盗対策
　侵入強盗の認知・検挙状況の推移は図表２－17のとおりである。平成21年にコンビニ強盗の認
知件数が前年比で大きく増加したことなどから、同年には侵入強盗の認知件数が増加に転じたもの
の、ピーク時である15 年（2,865 件）以降、減少傾向にある。
　警察では、コンビニエンスストアや金融機関等を対象とした強盗対策として、防犯体制、現金管理
の方法、店舗等の構造、防犯設備等について基準を定め、警察官の巡回や防犯訓練等を実施してい
る。

検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％）（件・人） （%）

認知件数（件） 2,776 2,205 1,896 1,700 1,647 1,892 1,680 1,489 1,365 1,254
検挙件数（件） 1,458 1,328 1,201 1,140 1,045 1,220 1,094 995 933 839
検挙人員（人） 1,356 1,255 1,107 968 970 1,072 957 886 803 723
検挙率（％） 52.5 60.2 63.3 67.1 63.4 64.5 65.1 66.8 68.4 66.9
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図表２－17 侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

注：http://www.npa.go.jp/safetylife/seianki26/index.html

国民の生活を犯罪から
守るための取組2

ＣＰマーク　ＣＰ部品だけが表示できる共通
標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字
を図案化したもの
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（５）自動車盗対策
　自動車盗の認知・検挙状況の推移は図表２－18のとおりである。ピーク
時である平成15 年（６万4,223 件）以降、自動車盗の認知件数は減少傾向
にあるが、被害車両別にみると、近年、貨物自動車（トラック、ライトバン等）
の被害の占める割合が増加している。
　警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省及び民間19団体から成る「自
動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム」では、「自動車盗
難等防止行動計画」（14 年１月策定、25 年12月改定）に基づき、イモビラ
イザ（注１）等の盗難防止機器の普及促進、自動車の使用者に対する防犯指導、
広報啓発等を推進している。

（件・人） （%）検挙件数（件）認知件数（件） 検挙人員（人） 検挙率（％）

認知件数（件） 58,737 46,728 36,058 31,790 27,672 25,966 23,987 25,244 21,332 21,529
検挙件数（件） 13,765 14,898 13,288 13,507 12,569 9,557 8,433 8,377 7,556 7,857
検挙人員（人） 3,823 3,366 3,056 2,380 2,228 2,045 1,837 1,856 1,708 1,484
検挙率（％） 23.4 31.9 36.9 42.5 45.4 36.8 35.2 33.2 35.4 36.5
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図表２－18 自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成16～25年）

⑥地域の実情に応じた自動車盗対策
　愛知県では、自動車盗が多発していたことを受け、いわ
ゆるイモビカッター（イモビライザを無効化する装置）の
所持の禁止を内容とする愛知県安全なまちづくり条例の一
部を改正する条例を制定し、平成25年７月から施行した。
　また、同県警察は、県内において、自動車及びカーナビ
ゲーションシステムの盗難が多発していたため、盗難防止
対策について、トヨタ自動車株式会社との連携を強化して
きた。同年４月、愛知県公安委員会は、同社を古物営業法
施行規則に基づき盗品売買等防止団体（注２）として承認し、
これにより、同社は、警察から提供された盗品等に関する
情報（盗品等に付された番号等）を活用して、買取り等の
ために持ち込まれた自動車等が盗品等に該当するかどうか
についての販売店からの照会への回答業務が可能となっ
た。

盗品ヒット！

愛知県公安委員会による承認

警察官

ＣＡＲ

通報

公安委員会

警察庁

　　　　情報提供
①　盗難カーナビ情報
②　盗難自動車情報

都道府県警察本部又は所轄警察署

盗品売買等防止団体
（トヨタ自動車株式会社）

トヨタ系ディーラー

ヒットなし→中古自動車の買い取り、カーナビのパスワードロック解除

トヨタ自動車株式会社に対する盗品情報提供システム

⑦電子マニフェスト（注３）を活用した盗難自動車の不正輸出の阻止
　茨城県では、盗難された自動車が県内で無許可で解体され、外国へ不正に輸出される事案が多発していたこ
とを受け、これを防止するため、平成26年２月、解体自動車の輸出手続において、当該自動車を輸出しよう
とする者に対して電子マニフェストの画面印刷物の提出を求める制度を導入した。これにより、当該自動車
が正規の手続の下で解体されたものかどうかを確認することが可能となった。

注１：エンジンキーに埋め込まれた送信機から発するＩＤコードと、車両本体の電子制御装置にあらかじめ登録されたＩＤコードが一致しないと、
エンジンが始動しない電子式盗難防止装置

	 ２：	古物商等からの盗品等に関する情報についての照会に対し回答する業務を適正かつ確実に実施することができると認められるものとして都
道府県公安委員会の承認を受けた法人その他の団体

	 ３：	使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づき、使用済自動車の引取りを行う業者等が引取りを求めた者の氏名、引取りに係る自動車の
車台番号等を電磁的に記録したファイル

（６）悪質商法対策
①　利殖勧誘事犯

　利殖勧誘事犯（注１）の検挙状況の推移は図表２－19のとおりである。利殖勧誘事犯の検挙事件数
及び検挙人員は、近年増加傾向にあったが、平成25年中は減少に転じた。類型別にみると、同年中
は、ファンドに関連した事犯の検挙が目立った。全国の消費生活センター等に寄せられた利殖勧誘事
犯の可能性のある既遂被害に関する相談（注２）の件数は減少傾向にあるが、その内容については、ファ
ンドの取引や一度被害に遭った人が二次的な被害を受けたという相談に関するものが目立った。
　警察では、利殖勧誘事犯の被害拡大防止・被害回復を図るため、利殖勧誘事犯を重点的に取り締
まるとともに、現金振込み先の預貯金口座を凍結するための金融機関への情報提供を推進しており、
25 年中の情報提供件数は2,253 件であった。

図表２－19 利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成16～25年）

年次区分
検挙事件数（事件）
検挙人員（人）

 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
 10  9  17  12  22  29  31  35  41  37
 78  41  73  86  117  125  110  184  196  189

図表２－20 利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成25年）

 　　　　　類型 検挙事件数（事件） 検挙人員（人） 検挙法人（法人） 被害人員等（人） 被害額等（円）

注１：その他の事犯には、詐欺（８事件）を計上している。
　２：被害額等の計が類型別の被害額等の合計と異なるのは、類型別の被害額等は１万円未満切捨てとしているためである。

ファンドに関連した事犯 8  28  4  859  10億1,049万円 
未公開株に関連した事犯 4  19  2  740  31億7,070万円 
先物取引に関連した事犯 2  13  0  2,184  11億8,000万円 
公社債に関連した事犯 4  17  1  924  98億6,087万円 
外国通貨に関連した事犯 1  9  0  69  5億9,050万円 
その他預り金に関連した事犯 10  65  8  5,862  121億5,000万円 
その他の事犯 8  38  2  1,393  26億5,799万円 
　　　　　　 計 37  189  17  12,031  306億2,057万円

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　元海外商品先物取引業者役員（40）の男らは、バーチャルオフィス（注３）を悪用して、東京都
内を本店所在地とする正当な会社を装い、「ニューヨークで金の取引をしており、本社は東京駅近
くの丸の内にある。一度も元本割れをしたことがない。確実に値上がりするので、絶対にもうか
る。」などとうそを告げて、20年９月頃から25年１月にかけて、15都県の1,190人から合計約
11億3,000万円をだまし取った。同年５月、男ら12人を詐欺罪で逮捕した。また、同年６月、
犯罪収益等と認められた預金債権について組織的犯罪処罰法（注４）に基づく起訴前の没収保全命
令の請求を行い、違法収益の剝奪を図った（千葉）。■　　　　　■

注１：	出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）、金融商品取引法、無限連鎖講の防止に関する法律等の
違反に係る事犯

	 ２：	全国消費生活情報ネットワーク・システム（以下「ＰＩＯ－ＮＥＴ」という。）に平成26年１月15日までに登録された相談（未公開株、公社債、
ファンド型投資商品、外国通貨、デリバティブ取引、二次被害に関する相談）のうち、既に金銭を支払ってしまったこと及び契約年が判明し
た相談を基に抽出・集計したもの

	 ３：	自己の所在地を顧客が本店所在地として登記することなどを許諾するいわゆる貸し住所サービス、犯罪収益移転防止法第２条第２項第41
号に規定する自己の居所又は事務所の所在地を顧客が郵便物を受け取る場所として使用させることを許諾するいわゆる郵便物受取サービス
等の専用スペースを持たずに対外的な事務所機能を持つことができるサービスやレンタルオフィスに関するサービス

	 ４：	組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

自動車盗難防止の広報ポスター
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（６）悪質商法対策
①　利殖勧誘事犯

　利殖勧誘事犯（注１）の検挙状況の推移は図表２－19のとおりである。利殖勧誘事犯の検挙事件数
及び検挙人員は、近年増加傾向にあったが、平成25年中は減少に転じた。類型別にみると、同年中
は、ファンドに関連した事犯の検挙が目立った。全国の消費生活センター等に寄せられた利殖勧誘事
犯の可能性のある既遂被害に関する相談（注２）の件数は減少傾向にあるが、その内容については、ファ
ンドの取引や一度被害に遭った人が二次的な被害を受けたという相談に関するものが目立った。
　警察では、利殖勧誘事犯の被害拡大防止・被害回復を図るため、利殖勧誘事犯を重点的に取り締
まるとともに、現金振込み先の預貯金口座を凍結するための金融機関への情報提供を推進しており、
25 年中の情報提供件数は2,253 件であった。

図表２－19 利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成16～25年）

年次区分
検挙事件数（事件）
検挙人員（人）

 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
 10  9  17  12  22  29  31  35  41  37
 78  41  73  86  117  125  110  184  196  189

図表２－20 利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（平成25年）

 　　　　　類型 検挙事件数（事件） 検挙人員（人） 検挙法人（法人） 被害人員等（人） 被害額等（円）

注１：その他の事犯には、詐欺（８事件）を計上している。
　２：被害額等の計が類型別の被害額等の合計と異なるのは、類型別の被害額等は１万円未満切捨てとしているためである。

ファンドに関連した事犯 8  28  4  859  10億1,049万円 
未公開株に関連した事犯 4  19  2  740  31億7,070万円 
先物取引に関連した事犯 2  13  0  2,184  11億8,000万円 
公社債に関連した事犯 4  17  1  924  98億6,087万円 
外国通貨に関連した事犯 1  9  0  69  5億9,050万円 
その他預り金に関連した事犯 10  65  8  5,862  121億5,000万円 
その他の事犯 8  38  2  1,393  26億5,799万円 
　　　　　　 計 37  189  17  12,031  306億2,057万円

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　元海外商品先物取引業者役員（40）の男らは、バーチャルオフィス（注３）を悪用して、東京都
内を本店所在地とする正当な会社を装い、「ニューヨークで金の取引をしており、本社は東京駅近
くの丸の内にある。一度も元本割れをしたことがない。確実に値上がりするので、絶対にもうか
る。」などとうそを告げて、20年９月頃から25年１月にかけて、15都県の1,190人から合計約
11億3,000万円をだまし取った。同年５月、男ら12人を詐欺罪で逮捕した。また、同年６月、
犯罪収益等と認められた預金債権について組織的犯罪処罰法（注４）に基づく起訴前の没収保全命
令の請求を行い、違法収益の剝奪を図った（千葉）。■　　　　　■

注１：	出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）、金融商品取引法、無限連鎖講の防止に関する法律等の
違反に係る事犯

	 ２：	全国消費生活情報ネットワーク・システム（以下「ＰＩＯ－ＮＥＴ」という。）に平成26年１月15日までに登録された相談（未公開株、公社債、
ファンド型投資商品、外国通貨、デリバティブ取引、二次被害に関する相談）のうち、既に金銭を支払ってしまったこと及び契約年が判明し
た相談を基に抽出・集計したもの

	 ３：	自己の所在地を顧客が本店所在地として登記することなどを許諾するいわゆる貸し住所サービス、犯罪収益移転防止法第２条第２項第41
号に規定する自己の居所又は事務所の所在地を顧客が郵便物を受け取る場所として使用させることを許諾するいわゆる郵便物受取サービス
等の専用スペースを持たずに対外的な事務所機能を持つことができるサービスやレンタルオフィスに関するサービス

	 ４：	組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律
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ᶄ　ಛఆ঎औҾ౳事犯
　ಛ定঎取引等事犯（注１）の検挙状況の推移は図表２－21のとおりである。ಛ定঎取引等事犯の検
挙事件数及び検挙人員は、22年をピークに減少傾向にあったが、25 年中は、増加に転じた。ಛに、
同年中は、高齢者をૂい、݈ 入させる、いΘΏるૹり෇けߪ৯品等の঎品を一方的にૹり෇けて߁
঎法の検挙がみられた。
図表２－21 特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成16～25年）

  16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
 検挙事件数（事件） 75  124  138  112  142  152  193  161  124  172
 検挙人員（人） 229  330  385  299  279  371  430  314  259  418

年次区分

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　電࿩ק༠販売業者の男（29）らは、24年̔月頃から
25年９月頃にかけてߴ、 ྸ者を対৅に電࿩をかけ、݈ ߁
৯品の注จを受けていないのに、「注จされていた商品が
できあがった。」「確かに注จされている。」などと告げ、
42道府県の約１万2,000人から約３億4,600万円をだ
まし取った。26年１月までに、14人を詐欺罪で逮捕し
た（࡛ۄ、茨城、੩Ԭ、෱Ҫ）。

■　　　　　■ 押収した健康食品

（̓）Ϡϛۚ༥ࣄ൜対策
　Ϡϛ金融事犯（注２）の検挙状況の推移は図表２－22のとおりである。Ϡϛ金融事犯の検挙事件数及
び検挙人員や全国の消費生活センター等に寄せられたϠϛ金融事犯の可能性のある既遂被害に関す
る相談（注３）の件数は減少傾向にあるが、平成25 年中の検挙事件のうち、๫力団が関༩する事件の
割合は15.8％と、前年の割合（14ɽ8％）と比΂て増加しており、依然として、Ϡϛ金融事犯が๫力団
のࢿ金֫ಘ活動として׶行されている状況が認められる。
　警察では、֤ 都ಓ府県警察に設ஔしているϠϛ金融事犯ू中取締ຊ部にΑるܧ続した取締りのほ
か、金融機関への口座凍結要੥、Ϡϛ金融に利用され凍結された口座の໊ٛ人情報の金融機関への
提供、Ϡϛ金融に利用されたϨンタϧ携ଳి࿩のղ約についての事業者への要੥、ແొ録ି金業の
広ࠂが掲載されているウェブサイトの࡟আについてのプロバイμ等への要੥等の૯合的な対策を行っ
ている。25 年中、金融機関への口座凍結要੥は３万954 件、Ϩンタϧ携ଳి࿩事業者へのղ約要
੥は3,433 件、プロバイμ等へのウェブサイトの࡟আ要੥は1,657件であった。

図表２－22 ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成16～25年）

  16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
 検挙事件数（事件） 432  339  323  484  437  442  393  366  325  341
 検挙人員（人） 919  706  710  995  860  815  755  666  470  523

年次区分

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　無登録貸金業者の男（61）らは、20年10月から24年11月にかけて、࣭ ԰営業をԾ装しߴ、
ྸ者をத৺にԆ΂約9,�00人に対して、法定利ଉの約６ഒから約11ഒで金銭を貸付け、約��億
9,000万円の元利金を、年金受࠲ޱڅから一ׅ自動引མしするํ法等により受ྖした。25年６
月までに、２法人をڍݕするとともに、５人を貸金業法違反（無登録営業）及び出資法違反（௒
■　　　　　■。金利等）で逮捕した（෱Ԭ）ߴ

注１：	๚໰販売、電࿩ק༠販売等で不実を告知するなどして商品の販売や役務の提供を行う悪࣭商法。۩体的には、๚໰販売等のಛ定商取引を
規制するಛ定商取引に関する法律違反及びಛ定商取引に関連する詐欺、׃ڪ等に係る事犯

　２：出資法違反（ߴ金利等）及び貸金業法違反ฒびに貸金業に関連した詐欺、׃ڪ、๫行等に係る事犯
　３：	ＰＩＯ�ＮＥＴに平成26年１月15日までに登録された相談のうち、既に金銭を支払ってしまったこと及び契約年が判明した相談を基に抽出・

集計したもの
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ᶊϠϛۚ༥ࣄ൜౳にѱ用͞ΕΔϨϯλϧܞଳ電࿩αʔϏスのѱ用実ଶ౳
　Ϡϛ金融事犯等を׶行する者は、自己への૞ࠪを໔れるためにレンタル携ଳ電࿩サービスを悪用しているঢ়
が認められる。警察では、レンタル携ଳ電࿩の悪用実ଶを೺Ѳするため、平成25年தに、Ϡϛ金融事犯等گ
に悪用されたとして警察が解約ཁ請を行ったレンタル携ଳ電࿩事業者等に対し、貸༩࣌の本人確認ํ法等に
ついてௐࠪを行った。
　その݁Ռ、携ଳ電࿩を対面で相手ํに貸༩していると回答した事業者の約７割が、ِ ม଄が認められる本人
確認ॻྨのコϐーを本人確認記録の一部として保ଘしており、そのதには、ྐྵ 上ଘ在しない生年月日が記ࡌさ
れているものなど容қにِม଄と判அできるものがあった。
　こうした実ଶから、Ϡϛ金融業者等が犯罪に悪用する໨的で携ଳ電࿩を入手するに当たり、ِ ม଄した本人
確認ॻྨ又はそのコϐーを用いているঢ়گや、レンタル携ଳ電࿩事業者がِม଄された本人確認ॻྨの提ࣔ
を受けたにもかかわらず、携ଳ電࿩を貸༩しているঢ়گ等がうかがわれる。このようなݱঢ়を౿ま͑、警察で
は、事業者に対する解約ཁ請や悪࣭な事業者のڍݕ等、レンタル携ଳ電࿩の効Ռ的な悪用防止対策をਪਐして
いる。

（̔）஌తݖ࢈ࡒ侵ࣄ֐൜対策
　知的財産ݖ侵害事犯の検挙状況の推移は図表２－23のとおり
である。ِブランド品は、図表２－24のとおり、大൒が中国から
ີ༌入されている。これらのِブランド品については、その広ࠂが
掲載されている೔ຊޠのウェブサイトを通じて注จを受け෇け、֎
国から国ࡍ༣ศで೔ຊのߪ入者にಧけられるというܗଶでີ༌入
されるものがଟい。
　こうした状況を౿ま͑、警察では、中国等の֎国૞ࠪ機関に対
し情報を提供し、被ٙ者の検挙やウェブサイトの࡟আを要੥してい
る。また、ෆਖ਼঎品対策協議会（注）における活動を࢝め、ݖ利者等と連携した知的財産ݖのอޢ及
びෆਖ਼঎品のഉআに向けた広報啓発活動を推進している。

図表２－2� 知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成21～25年）

年次

事件数・人員
区分
商標法違反（偽ブランド事犯等）
著作権法違反（海賊版事犯等）
その他
合計

 200 313 218 321 236 337 260 420 241 346
 119 178 162 222 194 258 196 285 240 279
 45 129 18 40 20 52 54 141 43 91
 364 620 398 583 450 647 510 846 524 716

21 22 23 24

人員
（人）

事件数
（事件）

人員
（人）

事件数
（事件）

事件数
（事件）

人員
（人）

事件数
（事件）

人員
（人）

事件数
（事件）

人員
（人）

25

図表２－24 押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成16～25年）

年次仕出地
 総数（点）
 　中国
 　韓国
 　香港
 　台湾
 　その他

 113,806 154,075 190,062 315,302 280,679 107,637 128,252 168,303 88,846 74,059
 16,737 9,663 73,512 143,170 268,326 93,800 118,162 159,276 73,511 63,373
 96,572 98,436 115,881 117,930 5,972 13,529 9,032 7,228 15,230 10,425
 119 2,091 70 49,694 12 181 17 62 61 22
 153 32,258 388 0 0 0 825 83 0 0
 225 11,627 211 4,508 6,369 127 216 1,654 44 239

 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

注：	ত࿨61年、不正商品のഉআ及び知的࢈ࡒ権の保ޢを໨的として、知的࢈ࡒ権৵害に೰Ή֤छ業ք団体によりઃཱされた೚ҙ団体。警察ி等
の関係機関と連携し、シンϙジ΢ムのओ࠵や֤छ࠵物へのࢀՃを通じて、޿報ܒ発活動、海外における不正商品販売の実ଶௐࠪ、海外の૞ࠪ
機関や੫関等に対するಇきֻけ等を行っている。

押収した偽ブランド品（財布、バッグ）
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84

 2 国民の健康を害する事犯への対策
（１）৯ͷ҆શʹ܎Δࣄ൜対策
　৯の҆全に係る事犯（注１）の検挙状況の推移は図表２－25のとおりであり、平成25 年中は、ް 生
࿑ಇ大ਉが定めた規֨基準にద合しない方法で加޻・ௐ理した৯品をൢചし、提供を受けた٬が৯
中ಟをىこした事犯等の検挙がみられた。

図表２－25 食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成16～25年）

検挙事件数（事件） 25 26 25 52 37 66 46 39 41 40
　食品衛生関係事犯 14 18 20 48 21 32 36 27 21 26
　食品の産地等偽装表示事犯 11 8 5 4 16 34 10 12 20 14
検挙人員（人） 42 37 35 90 91 132 85 76 73 80
　食品衛生関係事犯 21 21 23 69 34 25 65 39 22 44
　食品の産地等偽装表示事犯 21 16 12 21 57 107 20 37 51 36
検挙法人(法人) 11 7 4 5 24 37 26 13 14 17
　食品衛生関係事犯 3 1 1 3 5 6 19 5 3 9
　食品の産地等偽装表示事犯 8 6 3 2 19 31 7 8 11 8

 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年次区分

（２）อ݈Ӵੜࣄ൜対策
　平成25 年中のอ݈Ӵ生事犯（注２）の検挙状況の推移は図表２－26のとおりである。
　警察では、ް 生࿑ಇ大ਉのঝ認をಘていないҩༀ品（以下「ແঝ認ҩༀ品」という。）を広ࠂ・ൢ
ചするなどのༀ事法ҧ൓、ແ֨ࢿでҩ行ҝやඒ容行ҝを行うなどのҩࢣ法ҧ൓、ඒ容ࢣ法ҧ൓等の
อ݈Ӵ生事犯の取締りを行っている。ແঝ認ҩༀ品については、近年、中国を࢓ग़஍とするものが
ଟく、25 年中のແঝ認ҩༀ品の広ࠂ・ൢചに係るༀ事法ҧ൓事件でແঝ認ҩༀ品の࢓ग़஍が国֎
と൑໌した32事件のうち、17事件が同国を࢓ग़஍とするものであった。これらのແঝ認ҩༀ品につ
いては、その広ࠂが掲載されている೔ຊޠのウェブサイトを通じて注จを受け෇け、֎国から国ࡍ༣
ศで೔ຊのߪ入者にಧけられるというܗଶでྲྀ入するものがଟい。
　こうした状況を౿ま͑、警察では、中国等の֎国૞ࠪ機関に対し情報を提供し、被ٙ者の検挙や
ウェブサイトの࡟আを要੥するなどしている。

図表２－26 保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成21～25年）

年次

事件数・人員
区分
薬事関係事犯
医事関係事犯
公衆衛生関係事犯
合計

 105 144 103 187 114 194 105 164 87 139 
 34 66 37 82 30 51 39 66 39 58 
 214 210 243 282 199 228 197 210 210 240 
 353 420 383 551 343 473 341 440 336 437

21 22 23 24

人員
（人）

事件数
（事件）

人員
（人）

事件数
（事件）

事件数
（事件）

人員
（人）

事件数
（事件）

人員
（人）

事件数
（事件）

人員
（人）

25

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　ビューティーサϩン店ܦ営者のঁ（42）は、22年12月から24年12月にかけて、ඒ容ࢣ໔許
がないのに、業として、客に対し、まつໟに઀ணࡎを使用して人޻ໟをషり付けるඒ容行ҝ（ま
つໟエクステンション）を行い、݁ ບԌ等のই害をෛわせた。25年４月、同人をඒ容ࢣ法違反
（無໔許営業）及び業務上աࣦই害罪で逮捕した（େࡕ）。■　　　　　■

注１：৯品Ӵ生関係事犯（৯品Ӵ生法違反等）及び৯品の࢈地等ِ装දࣔ事犯（不正ڝ૪防止法違反等）
	 ２：	ༀ事関係事犯（ༀ事法違反、ༀࢣࡎ法違反等）、ҩ事関係事犯（ҩࢣ法違反、ࣃՊҩࢣ法違反等）及び公ऺӴ生関係事犯（৯品Ӵ生法違反、

（ප༧防法違反等ݘڰ
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 3 良好な生活環境の保持
（１）෩ଏӦۀ౳ͷঢ়گ
①　෩ଏӦۀͷঢ়گ

　警察では、෩Ӧదਖ਼Խ法（注１）に基づ
き、෩ଏӦ業等に対してඞ要な規制を
加͑るとともに、෩ଏӦ業者の自ओ的
な݈全Խのための活動をࢧԉし、業務
のదਖ਼Խを図っている。

ᶄ　ੑ෩ଏؔ࿈ಛघӦۀͷঢ়گ
　性෩ଏ関連ಛघӦ業の状況につい
てみると、近年、ແ店舗型性෩ଏಛघ
Ӧ業やө૾ૹ৴型性෩ଏಛघӦ業の
ಧग़数が増加している一方で、店舗型・
ແ店舗型を໰Θ 、ͣి ࿩ҟ性঺հӦ業
のಧग़数は減少している。

ᶅ�　ਂ໷ञྨఏڙҿ৯ళӦۀͷঢ়
گ

　ਂ໷ञ類提供ҿ৯店のӦ業ॴ数は、
近年、ほ΅ԣばいである。

（２）ചय़ࣄ൜ٴͼ෩ଏؔࣄ܎൜ͷݱঢ়
①　ചय़事犯

　平成25 年中のചय़事犯の૯検挙人
員に占める๫力団構成員等（注２）の割合
は31.8％（203人）と、依然としてച
य़事犯が๫力団のࢿ金ݯになっている
ことがうかがΘれる。
近では、店舗を設けて行う事犯の࠷　
ほか、೿ݣ型ファッγϣンϔϧスをԾ૷
した事犯や、ग़会いܥサイトを利用して
女性になりすまして٬を勧誘する事犯等がみられ、ෆ法なऩӹをಘることを目的に、ົ޼かつ組৫的
に行Θれている状況が認められる。

注１：෩ଏ営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
　２：124ทࢀ照

図表２－27 風俗営業の営業所数の推移（平成21～25年）
年　次区　分

 104,920 102,207 99,994 98,432 96,136
 3,379 3,128 2,933 2,774 2,602
 67,034 66,009 65,313 65,215 64,349
 486 467 442 413 391
 216 197 187 150 140
 39 7 6 6 6
 26,104 25,262 24,465 23,693 22,876
 13,343 12,687 12,054 11,450 10,882
 12,652 12,479 12,323 12,149 11,893
 109 96 88 94 101
 7,662 7,137 6,648 6,181 5,772

注：ぱちんこ屋及び回胴式遊技機等を設置して客に遊技をさせる営業

21 22 23 24 25
総数(軒)
 第１号営業(キャバレー等)
 第２号営業(料理店、カフェー等)
 第３号営業(ナイトクラブ等)
 第４号営業(ダンスホール等)
 第５号及び第６号営業
 第７号営業
  まあじゃん屋
  ぱちんこ屋等（注）
  その他
 第８号営業(ゲームセンター等)

図表２－�0 売春防止法違反の検挙状況の推移（平成21～25年）
年次

件数、人員
区分
総数 
 街娼型 勧誘等
  場所提供 
 管理型 管理売春
  資金提供
 
派遣型

 周旋
  契約
 その他

 1,562 747 1,386 727 1,138 675 1,079 701 1,030 639 
 282 284 248 243 297 296 237 230 251 253 
 128 180 128 185 130 161 103 189 84 142 
 6 7 3 4 1 3 7 7 5 5 
 4 4 7 7 9 9 6 9 6 7 
 531 224 669 246 397 179 369 238 398 210 
 606 43 323 35 302 25 355 27 283 19 
 5 5 8 7 2 2 2  1 3 3 

21 22 23 24

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

25

図表２－29 深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成21～25年）

年　次区　分
 272,068 272,049 272,985 273,868 276,353

21 22 23 24 25
総数(軒)

図表２－28 性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成21～25年）
年　次区　分

 23,727 25,102 29,391 30,133 30,969
 6,420 6,208 8,835 8,685 8,501
 1,239 1,238 1,246 1,235 1,218
 847 836 822 824 813
 157 139 125 116 110
 3,837 3,692 6,259 6,152 6,027
 340 303 272 252 232
 ̶　　 ̶　　 111 106 101
 15,682 16,983 18,336 19,257 19,986
 14,648 15,889 17,204 18,119 18,814
 1,034 1,094 1,132 1,138 1,172
 1,240 1,554 1,888 1,879 2,187
 195 174 151 138 127
 190 183 181 174 168

21 22 23 24 25
総数(件)
 店舗型性風俗特殊営業
  第１号営業(ソープランド等)
  第２号営業(店舗型ファッションヘルス等)
  第３号営業(ストリップ劇場等)
  第４号営業(ラブホテル等)
  第５号営業(アダルトショップ等）
  第６号営業(出会い系喫茶等）
 無店舗型性風俗特殊営業
  第１号営業(派遣型ファッションヘルス等)
  第２号営業(アダルトビデオ等通信販売)
 映像送信型性風俗特殊営業
 店舗型電話異性紹介営業
 無店舗型電話異性紹介営業
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ᶄ　෩ଏؔ܎事犯
　25 年中の෩Ӧదਖ਼
Խ法ҧ൓の検挙状況
はほ΅ԣばいである。
　また、Θいせつ事
犯の検挙状況は、近
年 増加傾向にある。
Θい せ つ 事 犯 に 関
しては、近 年、コン
ピϡータ・ωットϫー
クを利用してΘいせつ
な画૾を公然と௠ྻ
する事犯やΘいせつ
な画૾情報がه録さ
れた̙̫̙等をൢച
する事犯がଟくみら
れる。
　このほか、カジϊバー等におけるౌത事犯では、店舗のग़入口にビσΦカϝラを設ஔしてݟுりを
強Խしたり、店舗の൶をݫ重にิ強したりするなど、警察の取締りからಀれるためのѱ࣭でົ޼な対
策をߨじているものがみられる。

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　会社役員の男（65）らは、23年５月から24年10月にかけて、抽બ機能付き金ഩ
ㆱㆎ
カード自動

販売機とশする回಑式༡ٕ機にྨするઃඋをઃけ、「自動販売機にす͗ないので法律では規制され
ていない」などとあたかも合法であるかのようにඪᒗ

ㆼㆄ
して不ಛ定多਺の客に金銭をౌけた༡ٕを

させた。25年２月までに、男ら11人をৗशౌത罪等でڍݕした（警ࢹி、෱Ԭ）。■　　　　　■

（３）ਓ਎औ引ࣄ൜対策
　警察では、平成 21年12月の犯罪対策ֳ྅会議において策定された「人਎取引対策行動計画
2009」にԊって引き続き、入国管理ہ等の関係機関と連携し、ѱ࣭な経Ӧ者、஥հ業者等の取締り
を強Խし、被害者のૣظอޢ及び国内֎の人਎取引の実ଶղ໌を図っている。
　25 年中の人਎取引事犯の検挙人員は37人で、その内༁は、෩ଏ店等関係者が９人、஥հ業者が
10人であった。また、警察でอޢした人਎取引事犯の被害者は17人で、その国੶の内༁は、೔ຊ（10
人）、タイ（６人）、フΟϦピン（１人）であった。֎国人被害者の在ཹ֨ࢿは、୹ظ଺在（３人）が
約൒数を占めた。

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　෩ଏ店ܦ営者の男（65）らは、「日本で؆୯な࢓事をすれ͹େ金がՔげる」などとݴ؁を用い
てフィリϐン人のঁੑを日本に不法に入国させるとともに、日本人男ੑとِ装݁ࠗをさせ、ཱྀ ݊
を取り上げた上で、「10年ؒಇかなけれ͹フィリϐンには໭れない」などと告げ、被害ঁੑをੑ
෩ଏಛघ営業にै事させた。24年11月にフィリϐン人のঁੑ４人を保ޢするとともに、25年
２月までに、同ܦ営者ら６人を出入国؅ཧ及び難民認定法違反（不法入国等ԉॿ）で逮捕した
（େࡕ）。■　　　　　■

図表２－�1 風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成21～25年）
年次

件数、人員
区分
総数
 禁止区域等営業
 年少者使用
 客引き
 無許可営業
 構造設備・遊技機無承認変更
 ２０歳未満の客への酒類提供
 その他

 2,839 3,577 2,876 3,522 2,672 3,402 2,682 3,212 2,710 3,040
 503 1,044 502 984 463 842 378 687 362 656
 352 486 296 416 308 419 260 321 261 323
 515 769 585 844 533 791 594 796 575 799
 577 725 580 753 545 767 496 719 416 559
 55 68 34 41 43 45 57 67 54 59
 63 135 66 128 73 135 96 180 94 176
 774 350 813 356 707 403 801 442 948 468

21 22 23 24

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

25

図表２－�2 わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成21～25年）
年次

件数、人員
区分
総数
 公然わいせつ
 わいせつ物頒布等

 2,578 2,446 2,736 2,532 3,084 2,761 3,334 2,877 2,931 2,558
 1,810 1,626 1,953 1,727 1,926 1,700 2,064 1,745 1,921 1,662
 768 820 783 805 1,158 1,061 1,270 1,132 1,010 896

21 22 23 24

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

件数
（件）

人員
（人）

25
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（４）ॐ๒౛ྨ݋ͷదਖ਼؅ཧͱݥة෺対策
①　ॐ๒౛ྨ݋ͷదਖ਼؅ཧ

　平成25 年末現在、ॐ౛法に基づき、都ಓ府県公҆ҕ員会から、10万7,651人が、21万6,781ஸ
のྌॐ及びۭ気ॐのॴ࣋許可を受けている。25 年中、ਃ੥をෆ許可等とした件数は34 件、ॴ࣋許
可を取り消した件数は73 件であった。また、ྌॐ等の事ނ及び盗難を防止するため、ຖ年一੪検ࠪ
を行うとともに、ߨश会等を通じてదਖ਼な取ѻいやอ管管理のపఈについて指導を行っている。
　警察では、ॐ౛法をݫਖ਼に運用し、ॐ๒౛݋類のॴ࣋許可の৹ࠪと行੓ॲ分を的֬に行ってෆద
֨者のഉআに努めるなど、ॐ๒౛݋類にΑる事件・事ނのະ然防止に努めている。
ᶄ　ݥة෺ରࡦ

　Րༀ類、ಛ定පݪ体等、์ࣹ性物
࣭等のݥة物の運ൖに౰たっては、Ր
ༀ類取締法、ײછ঱の༧防及びײછ
঱のױ者に対するҩྍに関する法཯、
์ࣹ性同位ݩૉ等にΑる์ࣹઢো害
の防止に関する法཯、֩ ֩、ྉ物࣭ݪ
೩ྉ物࣭及びࢠݪ࿍の規制に関する
法཯等の規定に基づき、都ಓ府県公҆ҕ員会にそのࢫをಧけग़ることとされている。
　警察では、これらのݥة物が҆全に運ൖされるΑう、関係事業者に対して事前指導や指ࣔ等を行
うとともに、これらのݥة物の取ѻ৔ॴへの立入検ࠪ等にΑり、その盗難、ෆਖ਼ྲྀग़等の防止に努
めている。

൜対策ࣄڥ؀（５）
　警察では、ڥ؀をഁյする犯罪のうち、国民の݈߁をڴかす可能性の高い༗害ഇغ物のෆదਖ਼ॲ
理等の事犯を重点的に取り締まるとともに、関係機関にඞ要な情報を提供して、ڥ؀被害の拡大防
止とૣظのݪ状回復を促している。

図表２－�4 廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成16～25年）

  16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
 検挙事件数(事件) 3,166 4,123 5,301 6,107 6,124 6,128 6,183 5,700 5,655 5,169
 検挙人員(人) 4,684 5,728 6,852 7,797 7,602 7,599 7,679 7,018 6,841 6,241
 検挙法人(法人) 320 527 423 549 481 554 482 477 443 391

年次区分

注：廃棄物事犯とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反に係る事犯をいう。

（６）୳ఁ܎ʹۀΔۀ຿ͷӡӦͷదਖ਼Խ
　警察では、୳ఁ業法（注１）に基づき、୳ఁ業者（注２）の業務実ଶを೺Ѳするとともに、ҧ法行ҝに対し
てはݫਖ਼に対ॲし、୳ఁ業務の運Ӧのదਖ਼Խを図っている。
■　　　　　■

事例 ▶
Case

　୳ఁ業者の男（3�）は、平成22年７月から23年７月にかけて、携ଳ電࿩会社の社員から携ଳ
電࿩機の契約者情報を不正に取ಘし、転売による不正の利益をಘるために同情報をௐࠪ会社に開
ࣔした。24年̔月までに、男を不正ڝ૪防止法違反（営業ൿີの不正取ಘ・開ࣔ）で逮捕した。
また、25年１月、௄役ܐが確定したことを受け、୳ఁ業法に基づき、当該୳ఁ業者に対して行੓
処෼（営業のഇ止命令）を行った（愛知、޿ౡ）。■　　　　　■

注１：୳ఁ業の業務の適正化に関する法律
　２：ಧ出のなされている୳ఁ業者਺は5,6�0（平成25年຤ݱ在）

図表２－�� 運搬届出・立入検査の状況（平成25年）

区分
火薬類関係
特定病原体関係
放射性同位元素関係
核燃料物質関係

36,960
45

1,502
204

14,225
77
4
28

運搬届出受理件数（件） 立入検査の件数（件）
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 1 相談業務の充実強化
（１）૬ஊऔѻ͍ͷݱঢ়
　相談取ѻ件数の推移及び相談内容については、図表２－35から図表２－37までのとおりであり、
近年、犯罪等にΑる被害防止、Ոఉ・৬৔・近ྡ関係、刑事事件、ܖ約・取引関係に関するもの等
についてଟくの相談が寄せられている。

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

252423222120191817平成16

1,800,670

1,448,710 1,394,227
1,290,089

1,382,811 1,355,745 1,398,989 1,461,049 1,553,189
1,772,503

（年）

（件）

図表２－�5 相談取扱件数の推移(平成16～25年)

犯罪等による被害防止 12.9%

家庭・職場・近隣関係
10.9%

契約・取引関係
6.3%

迷惑行為 5.5%

悪質商法 4.9%
ハイテク関係 4.7%

配偶者からの暴力 3.0%少年問題 2.3%
ストーカー事案 1.6%

生活安全・その他 11.1%

総務・警務 2.1%

刑事事件 9.5%

刑事・その他 3.2%

交通指導取締り 3.7%

交通・その他 3.2%
警備 0.2%

その他 10.1%
意味不明 4.6%

図表２－�6 相談内容の内訳(平成25年)

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

240,000

契約・取引関係
刑事事件
家庭・職場・近隣関係
犯罪等による被害防止

25242322平成21

119,724
111,811

111,052

168,869

142,945

193,850

170,790

228,362

（件）

（年）

図表２－�7 主な相談内容とその推移(平成21～25年）

（２）૬ஊडཧମ੍
　警察では、国民から寄せられた相談に対し、ਝ଎・֬実な組৫
対Ԡを行うことができるΑう、警ࢹ庁及びಓ府県警察ຊ部ฒびに
֤警察ॺの૯・警務部໳にそれͧれ相談の૯合૭口を設ஔしてい
る。૯合૭口では、警察৬員のほか、経ݧ๛෋なݩ警察৬員等を
ඇৗۈの警察҆全相談員として഑ஔするなど、相談受理体制を੔
備するとともに、֤ ୲౰部໳における、相談のॲ理状況の点検を
実施している。
　また、警ࢹ庁及びಓ府県警察ຊ部に警察相談ઐ用ి࿩を設ஔし、全国౷一番߸の「̅	γϟー
プ 
9110」番（注）にి࿩をかければ発৴஍を管׋する警察ຊ部等の૯合૭口に઀続されるΑうにする
など、相談上の利ศを図っているほか、９月11೔を「警察相談の೔」と定め、「̅9110」番や֤都ಓ
府県警察に設ஔしている֤種相談૭口について広報し、利用をݺびֻけている。

地Ҭ住民の安全・
安৺確保のための取組3

「♯9110」番の広報活動

注：	携ଳ電࿩からも利用できる。なお、μイϠル回ઢ及び一部のＩＰ電࿩では利用できないので、警察安全相談専用の一ൠՃ入電࿩番号を警察ி
΢ェブサイト等で޿報している。
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（３）૬ஊ಺༰ʹԠ͡たద੾ͳ対Ԡͷਪਐ
①　૬ஊ΁ͷ૊৫తͳରԠ

　寄せられた相談に対しては、相談内容にԠじて、
関係する部ॺが連携を図って対Ԡし、指導、ॿݴ、
ଞのઐ໳機関のࣔڭ、相手方への警ࠂ、検挙等、犯
罪等の被害の発生の༗ແにかかΘらͣ相談者のෆ
҆等をղ消するためඞ要なાஔをߨじている。
ᶄ　ݚमͷ࣮ࢪ

　ଟ種ଟ༷な相談にద੾に対Ԡできる৬員をҭ成す
るため、警察庁では、警ࢹ庁及びಓ府県警察ຊ部の
相談業務୲౰৬員に対して相談対Ԡ要ྖや相談者
の৺理等を内容とするݚमを実施している。また、
都ಓ府県警察においても、警察ॺの৬員を対象にݚ
म会等を実施している。
ᶅ　ؔؔػ܎ɾஂମ౳ͱͷ࿈ܞͷਪਐ

　警察以֎の機関・団体で取りѻうことがద੾である相談や警察以֎の機関・団体と相ޓにີۓな
連携を図ることがඞ要とされる相談へのద੾な対Ԡを図るため、関係機関・団体等とのωットϫーク
を強Խし、ԁ׈な引͗ܧを行うとともに、関係機関・団体等と連携した相談の対Ԡに取り組んでいる。

■　　　　　■

事例 1
Case

　ฌݿ県警察では、ೌ における被害ࢢ࡚
者多਺のࡴ人・ࢮ体Ҩغ事݅に関する相
談への対Ԡঢ়گのௐࠪ݁Ռを౿ま͑、平
成25年５月、同県警察本部に「޿Ҭ相
談ࢦ導係」をઃ置し、同係においてෳ਺
の警察ॺ又はෳ਺の部໳にまたがる相談
を集約・෼ੳした上で、ओとして対Ԡす
る警察ॺや部໳をௐ੔するとともに、関
係する所ଐに対して対Ԡをࢦ導してい
る。
　同係は、ઃ置ޙ൒年ؒで、約3,000݅
に上るෳ਺の警察ॺにまたがる相談に
対Ԡしている。一例としては、「೶機۩
の売ֻ金を支払ってもら͑ない」ࢫの相談が、ྡ ઀する警察ॺにおいてෳ਺なされていたことか
ら、同係はڍݕに޲けたݕ౼を関係警察ॺへࣔࢦし、૞ࠪの݁Ռ、同年11月までに、ݐઃ࡞業員
の男（33）を詐欺罪でڍݕした（ฌݿ）。■　　　　　■

広域相談指導係発足式

■　　　　　■

事例 2
Case

　25年12月、男ੑ（55）から「所༗する౔地の໦をെ࠾するに当たり、Կ者かによって๘の૥
ശが置きڈりにされており対Ԡにࠔっている。自ら૥ശを処෼してよいか͑ڭて΄しい」ࢫの相
談を受けた。ห࢜ޢ等とݕ౼の上、「所༗者の同ҙなく૥ശを処෼するとଛ害ഛঈ੹೚が発生し
ಘる。Ҩࣦ物法に基づくरಘ物݅として警察ॺ௕に対してಧけ出ることが可能である」ࢫ相談者
に対してࣔڭしたとこΖ、相談者は当該૥ശを警察にಧけ出て、相談の解ܾにࢸった（࡚ٶ）。■　　　　　■

相談への対応状況
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 2 事件・事故への即応
　交番、ற在ॴ等の警察官は、事件、事ނ等が発生したࡍ、௚ちに現৔に向かい、被ٙ者のୁั等
のાஔをࣥっている。警察では、警察官がਝ଎に現৔にۦけつけられるΑう、110 番通報の受理や
警察ॺ等への指ྩを行うγスςムを੔備するとともに、ύトカー等の活用にΑる機動力の強Խに努め
ている。
（１）���൪௨ใ
　平成25 年中の110 番通報受理件数（注１）は、約941万件と前年Αり約６万件増加し、依然として高
いਫ準にある。これは約3.3ඵに１回、国民約14人に１人の割合で通報したことになる。また、携
ଳి࿩等の移動ి࿩からの110 番通報が67.7％を占め、ա࠷ڈ高をه録した。
　これらの110 番通報のうち、ٸۓの対Ԡをඞ要としない֤種র会、要๬・ۤ情・相談等の通報が
23.9％を占めていることから、警察では、そのΑうなٸۓの対Ԡをඞ要としない通報には「ˌ9110」
番を利用するΑうݺびֻけ、ద੾な110 番通報の利用を促している。

通報件数（件） 9,538,379 9,392,413 9,144,662 8,980,981 8,923,369 9,043,401 9,309,415 9,372,379 9,354,015 9,414,827
移動電話（件） 5,437,704 5,539,876 5,529,820 5,582,028 5,667,618 5,807,007 6,133,705 6,212,937 6,311,611 6,369,767
構成比(%) 57.0 59.0 60.5 62.2 63.5 64.2 65.9 66.3 67.5 67.7

（万件） （%）

年次区分
0

200

400
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800

1,000

1,200
移動電話（件）通報件数（件）

25242322212019181716
50
52
54
56
58
60
62
64
66
68
70

構成比（%）

図表２－�8 110番通報受理件数の推移（平成16～25年）

（２）௨৴ྩࢦ
①　௨৴ྩࢦγεςϜ

　110 番通報にਝ଎かつ的֬に対Ԡするため、都ಓ府県警察には
通৴指ྩࣨが設けられている。110 番通報を受理した通৴指ྩ
ࣨでは、௚ちに通報内容を警察ॺ等に఻͑、஍Ҭ警察官を現৔に
഑備（注２）の発ྩ等を行っٸۓ行させるとともに、ඞ要にԠじてٸ
ている。平成25 年中のٸۓ഑備の実施件数は8,312件（前年比
1,209件減少）であった。
　また、25 年中に警察ຊ部の通৴指ྩࣨで௚઀受理した110 番
通報に対するϦスϙンス・タイム（注３）の平ۉは、６分57 ඵであった。
　警察では、増加する携ଳి࿩等からの110 番通報に的֬に対Ԡするため、携ଳి࿩等で110 番通
報したࡍに、Ի੠通࿩と同時に発৴者の位ஔ情報が通知されるγスςム（位ஔ情報通知γスςム）を
全都ಓ府県において運用するなど通৴指ྩγスςムの高度Խを図っている。

注１：無Ԡ答、いたずら、ޡ઀等は計上していない。
	 ２：ॏཁ事݅等が発生したࡍに、ਝ଎に被ٙ者をڍݕするため、警ռ員を഑置して行うݕ໰、ுり込Έ等
	 ３：通信ࢦ令ࣨが110番通報を受ཧし、ύトカー等にࢦ令してから警察׭がݱ場に౸ணするまでの所ཁؒ࣌

通信指令室

+��B➨�❶�LQGG����� ���������������������
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■　　　　　■

事例 ▶
Case

　25年６月、東京都࿅അ۠内で発生した男子খֶ生３人に対するਕ物使用ࡴ人未਱事݅におい
て、110番通報を受ཧした警ࢹிが௚ちにٸۓ഑උを行うとともに、警ࢹிから޿Ҭٸۓ഑උの
ґཔを受けた࡛ۄ県警察がٸۓ഑උを行った݁Ռ、約30෼ޙに被ٙ者（4�）を発ݟし、ॐ౛法
違反及びࡴ人未਱罪で逮捕した（警ࢹி）。■　　　　　■

ᶄ　஍Ҭ࡯ܯσδλϧແઢγεςϜ
　警察では、Ի੠通৴のみであったैདྷのແઢγスςムに୅͑て、高度ԽしたԻ੠通৴機能及びσー
タ通৴機能を༗する஍Ҭ警察σジタϧແઢγスςムを੔備し、23 年３月から֤ಓ府県警察（注）におい
てॱ次運用を開࢝した。
　同γスςムの੔備にΑり、通৴指ྩࣨで受理した110 番通報の内容、֤ 種事Ҋの現৔でࡱӨした
画૾、̜ Ｐ̨ でଌ位された警察官の位ஔ情報等の情報を、通৴指ྩࣨ、警察ॺ及び現৔の警察官が
組৫的にڞ༗することが可能となった。

事案発生 １１０番通報
指令・手配等

音声通話＋文字情報での
指令等が可能

１１０番通報
件名・建物火災
現場・○○市○○町○○
丁目地内・一般住宅○○
方
状況・２階建て木造家屋
炎上中
通報先・119番転送、消防
確知時間11:54・傷者なし、
指令番号03

4/20 13:20
未帰宅児童手配
氏名○○○子。3歳。
身長/90ｾﾝﾁ。
服装/上衣赤Ｔｼｬﾂ

/下衣ｽｶｰﾄ
靴 /ﾋﾟﾝｸのｻﾝﾀﾞﾙ
状況/□△□付近で

音声通話＋画像情報
での報告が可能

現場対応
状況報告

本部・署での
状況把握

PSD形表示・
管理端末

警察官の
位置情報

現場画像の
送受信

（注）PSDとは、Police Station Data-terminalの略

PSD（注）
形データ端
末に表示さ
れた１１０番
通報受理情
報（例）

PSD形デー
タ端末に表
示された手
配情報（例）

PSD形データ端末により
本部・署に送信された
現場画像（例）

的確な指令・手配が
可能

図表２－�9 地域警察デジタル無線システムの概要

ᶅ　௨৴ྩࢦΛ୲͏ਓࡐͷҭ੒ڧԽ
　警察では、110 番通報の受理や指ྩのٕ能をڝう通৴指ྩ
ҭڭするなど、通৴指ྩٕ能の向上を目的とした࠵会を開ٕڝ
訓練を行うともに、通৴指ྩの知識・ٕ能に関する検定制度を
設けて、組৫的な人ࡐҭ成に努めている。
　また、୎ӽした通৴指ྩのٕ能を༗する者としてબൈされた、
警察庁指定広Ҭٕ能指導官や都ಓ府県警察のٕ能指導官等が
実ફ的な指導等を通じてޙ進のҭ成に౰たっている。

注：警ࢹி及びԬࢁ県警察においては、ಠ自のデータ୺຤を੔උ・使用している。

全国通信指令・無線通話技能競技会
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（３）ॳ動׆࡯ܯ動ͷ強Խ
①　௨৴ػྩࢦೳͷڧԽ౳

　警察庁では、平成20 年からॳ動警察࡮৽強Խの取組を進めてきており、現在はその定ணԽに努
めている。また、国Ո公҆ҕ員会では、21年９月、「警察通৴指ྩに関する規ଇ」を制定し、通৴指
ྩࣨがॳ動警察におけるྩ࢘ౝとしての໾割を果たすことができる
Αう、その位ஔ෇けやݶݖを໌֬Խするとともに、通৴指ྩを行う
ଇݪのҭ成、関係都ಓ府県警察の連携等のࡐの組৫的活動、人ࡍ
を定めた。これらを受けて、都ಓ府県警察では、通৴指ྩ機能の
強Խや、事Ҋ対Ԡ能力の強Խ等に重点的に取り組んでいる。
ᶄ　࣮ફతͳ܇࿅ͷ࣮ࢪ

　警察では、事Ҋ対Ԡ能力の向上を図るため、ແࠩ別ࡴই事件そ
のଞの重大事Ҋの発生にࡍして行Θれることとなる一連の警察活
動に関する実ફ的な訓練をܧ続的に実施している。

（４）మಓୂ࡯ܯͷ׆動
　మಓ警察ୂは、ྻ 車内における警৐（注１）、Ӻ
等のమಓ施設及びそのपลのύトローϧや警ռ
警備を行い、ஒ׽、すり、ஔき引き等の犯罪の
༧防及び検挙を行っている。また、ஒ׽の被害
に遭った女性から相談を受理した৔合は、女性
に同行して਎ลの警ռを行うなどしている。

（５）ύτΧʔٴͼ࡯ܯ༻ધഫͷ׆༻
　警察では、全国の警察ຊ部や警察ॺに഑備したύトカーを活用して、管内のύトローϧを行うとと
もに、事件・事ނ等の発生時におけるॳ動ાஔをࣥっている。また、全国に警察用ધഫを約160 ੭
഑備し、通৴指ྩࣨやύトカーと連携させ、ਫ上ύトローϧ、事件・事ނ発生時の情報のऩू、交通
情報のऩू、事ނやࡂ害発生時の૞ٹࡧ難活動等を行っている。

警察用船舶パトカー

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　平成25年５月、東京都ߐ東۠内のӡՏにおいて「人がམਫしనれている」との通報を受け、警
、に当たったとこΖࡧிは、警察用ધഫを出動させた。強෩೾࿘注ҙ報が発令されているத、૞ࢹ
ਫ面に޲ڼけになりながらٹॿを求めている男ੑ（30）を発ݟしたことから、௚ちに当該男ੑ
を引き上げるとともに、ໟ෍で同人の体を෴い保Թા置に౒めながらୂٸٹに引きܧいだ（警ࢹ
ி）。■　　　　　■

注１：ྻ車内における公安のҡ持を図るため、警察׭がྻ車に৐務して、犯罪の༧防、被ٙ者のڍݕ、事ނの防止等に当たること
　２：֤都道府県警察のいわゆる໎࿭防止条例のうち、൰わいな行ҝ等を禁止する規定に係る݅ڍݕ਺及びڍݕ人員は、「ஒ׽」、「のͧきݟ」、「下

ண等のࡱӨ」、「ಁࢹによるのͧきݟ」、「ಁࢹによるࡱӨ」、「通ৗҥ෰をணけない場所における盗ࡱ」及び「（その他）൰わいなݴ動」の۠
෼により報告を求めているが、そのうち「ஒ׽」として都道府県警察から報告を受け、集計した਺値をࣔしたもの

無差別殺傷事件を想定した訓練

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
5,000

電車内における強制わいせつ
の認知件数

迷惑防止条例違反のうち痴漢
行為の検挙件数（電車内以外
を含む。）（注２）

25242322平成21

合計

（件）

4,220
3,988 3,977

4,250
3,887

3,880

340 302 298 318 304

3,686 3,679
3,932

3,583

（年）

図表２－40 痴漢事犯の検挙状況等の推移（平成21～25年）
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༺׆ͷػۭߤ༺࡯ܯ（６）
　エンジンのෳ数౥載にΑるඈ行能力等の向上及びϔϦコプ
ターςϨビγスςム（ϔϦςϨ）の高性能Խに൐い、警察用ߤ
ۭ機（ϔϦコプター）の༗効性はますます高まっている。警
察では、全国にϔϦコプターを約80 機഑備し、通৴指ྩࣨ
やύトカーと連携させてその機動力をいかしたύトローϧを࢝
め、ࡂ害や重大事件発生時におけるϔϦςϨを活用した情報
ऩू、被ࡂ஍への人員物ࢿのٸۓ༌ૹ、被ٙ者の௥੻等を
行っている。
■　　　　　■
事例 1

Case

　平成25年７月、ޱࢁ県๺部における߽Ӎによる౔࠭ࡂ害において、ޱࢁ県警察ୂۭߤはϔリコ
ϓターを出動させ、ϔリテレを活用してリΞルタイムでৄࡉな被ࡂঢ়گについて情報収集を行っ
た（ޱࢁ）。■　　　　　■

■　　　　　■

事例 2
Case

　25年５月、ذෞ県内において、Ψιリン୅を払わずཱちڈった男（3�）に対して警察׭が৬務
࣭໰をしようとしたとこΖ、男がこれをৼり੾り、ύトカーに車両をিಥさせてྡ઀する愛知県
までಀ૸する事案が発生した。ذෞ県警察ୂۭߤは、ϔリコϓターを出動させて上ۭから௥੻を
行い、愛知県警察とのີۓな連携の下、男を公務ࣥ行๦害罪で逮捕した（ذෞ、愛知）。■　　　　　■

ᶋૺַࢁ難に対͢Δ࡯ܯ活動
　૿Ճ޲܏にあるૺַࢁ難に対処するため、警察
では、関係機関・団体等と連携の上、ϔリコϓター
等を活用して、ૺ 難者の૞ٹࡧॿに当たるととも
に、޿報ܒ発活動、ַࢁ関連情報の提供、ύトϩー
ル等を実施している。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2524232221

（件）

平成

1,676
1,942 1,830 1,988

（年）

2,172

図表２－41 山岳遭難発生件数（平成21～25年）

■　　　　　■

事例 3
Case

　25年12月、෋ࢁ࢜において、ૺַࢁ難事案が発生した
ことから、੩Ԭ県警察ୂۭߤはϔリコϓターを出動させ、
ࡧॿୂと連携しつつ、૞ٹ難ૺַࢁ、のதگ৅ঢ়ؾしいݫ
ॿ活動を行い、生ଘしていたૺ難者（61）ら３人をつٹ
り上げٹॿした（੩Ԭ）。

■　　　　　■
警察用航空機による救助活動
˞ࣸਅは事例のものとはҟなる

警察用航空機
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 3 交番・駐在所の活動
　交番・ற在ॴでは、ύトローϧや巡回連བྷ等の༷ʑな活動を通じて、஍Ҭ住民の意ݟ・要๬等に
Ԡ͑る΂く、管׋する஍Ҭの実ଶを೺Ѳし、その実ଶにଈした活動を行っている。また、ன໷を分か
たͣৗに警ռ体制をอち、༷ ʑな警察事象にଈԠする活動を行うことにΑり、஍Ҭ住民の҆全と҆
৺のΑりどこΖとなり、国民の਎近なෆ҆をղ消する機能を果たしている。
　平成26 年４月１೔現在、全国に交番は6,255かॴ、ற在ॴは6,552かॴ設ஔされている。
（１）ύτϩʔϧɺཱ ൪౳
①　ύτϩʔϧ

　஍Ҭ警察官は、事件・事ނの発生をະ然に防͙とともに、
犯罪を取り締まるため、犯罪のଟ発する時間ଳ・஍Ҭに重点
をஔいたύトローϧを行っている。ύトローϧに౰たっては、
ෆ৹者に対する৬務࣭໰、ݥةՕॴの೺Ѳ、犯罪ଟ発஍Ҭ
のՈఉや事業者に対する防犯指導、ύトローϧカード（注）にΑ
る情報提供等を行っている。
ᶄ　ཱ൪౳ʹΑΔܯռ

　஍Ҭ警察官は、交番・ற在ॴ等の施設の֎に立って警ռ
に౰たる立番を行っている。また、Ӻ、ൟ՚֗等の人がଟく
ूまる৔ॴや犯罪がଟ発している৔ॴにおいて、一定の時間
立って警ռするறཹ警ռ等を行っている。
ᶅ　৬຿ࣥྗߦͷڧԽ

　警察では、஍Ҭ警察官の৬務ࣥ行力を強Խするため、৬
務࣭໰、ॻ類࡞成等の能力向上を目的としたݚम・訓練を実
施するとともに、୎ӽした৬務࣭໰のٕ能を༗する者をબൈ
して、警察庁指定広Ҭٕ能指導官ຢは都ಓ府県警察の৬務
࣭໰ٕ能指導官等として指定し、実ફ的な指導等を通じて
஍Ҭ警察官全体の৬務࣭໰ٕ能の向上に努めている。
　平成25 年中の஍Ҭ警察官にΑる刑法犯検挙人員は21万987人と、警察にΑる刑法犯の૯検挙人
員の80.4％を占めている。
ᶆ　ަ൪૬ஊһͷ׆༻

　26 年４月１೔現在、全国で約6,372人の交番相談員が഑
ஔされている。交番相談員は、警察官の਎分を༗しないඇৗ
・要๬等のௌ取、रಘ物・ݟの৬員であり、஍Ҭ住民の意ۈ
Ҩࣦಧの受理、被害ಧの୅ॻ及び預かり、事件・事ނ発生
時の警察官への連བྷ、஍理Ҋ内等の業務にै事しており、そ
のଟくは、経ݧや知識を༗するୀ৬警察官である。

パトロール

立番

交番相談員

注：	ύトϩールதにؾ付いた防犯上の注ҙ事項を఻͑たり、ۭ き૥等の被害者にύトϩールを行っていることを知らせて安৺してもらったりするこ
となどを໨的として、地Ҭ警察׭が؅内の地Ҭ住民に഑෍するもので、ަ 番名やύトϩールを行った日࣌等が記ࡌされている。
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（２）஍Ҭॅຽͱ࿈͠ܞた׆動
①　८ճ࿈བྷ

　஍Ҭ警察官は、୲౰する஍ҬのՈఉ、事業ॴ等を๚໰し、犯罪
の༧防、ࡂ害・事ނの防止等、஍Ҭ住民の҆全で平Ժな生活を֬
อするためにඞ要な事߲の指導・連བྷや、஍Ҭ住民からの意ݟ・
要๬等のௌ取を行う巡回連བྷを行っている。
ᶄ　ަ൪ɾறࡏॴ࿈བྷٞڠձ

　平成 26 年４月１೔現在、全国の交番・ற在ॴに1万2,058の
交番・ற在ॴ連བྷ協議会が設ஔされている。そこでは、஍Ҭ警察
官が、஍Ҭ住民と஍Ҭの࣏҆に関する໰୊について協議したり、஍
Ҭ住民の警察に対する意ݟ・要๬等を೺ѲしたりすることにΑり、஍Ҭ社会と協力して事件・事ނの
防止等を図っている。
ᶅ　৘ใൃ৴׆ಈ

　஍Ҭ警察官は、஍Ҭの਎近なग़དྷ事や事件・事ނの発生状況をهした「ϛニ広報ࢴ」を࡞成し、
自࣏会を通じて回ཡするなどの活動にΑり、஍Ҭ住民に対し管׋஍Ҭの事件・事ނの発生状況やそ
の防止策等の਎近な情報を఻͑ている。
（３）Ҩࣦ෺ͷऔѻ͍
　警察では、रಘ物を଎やかにҨࣦ者にฦؐするため、रಘ物・Ҩࣦಧの受理業務を行っている。平
成25年中にಧग़のあったरಘ物は、ಛྫ施設占༗者อ管分（注）をؚめ約2,380万点に上っている。
　なお、警察に提ग़されたरಘ物のうち、通貨については約108 ԯԁが、物品については約863万
点がҨࣦ者にฦؐされている。

公表された拾得物
情報を確認

遺失届

発見できず

情報をインターネット公表

拾得物の
情報を集約

拾
得
物
を
提
出

警察署
書面届出

報労金の支払

施設占有者

に交付

拾 

得 

者

遺 

失 

者

施設内
で拾得

特例施設
占有者でない

特例施設
占有者

施設に
問い合わせ

自ら保管
する

自ら保管
しない

警察本部

路上等
で遺失

施設内
で遺失

遺失者が返還を
希望しない

拾得者が
所有権取得

拾得者が
所有権放棄

個人情報
関連物件

禁制品

下記以外

3か月経過
後も遺失者
判明せず

遺失者
判明

施設内で
遺失物発見

遺失者が返還
を希望する

拾得者に引渡し

国に帰属

廃　棄

都道府県（又は特例
施設占有者）に帰属 返 還

路上等
で拾得

図表２－42 遺失物の取扱いの流れ

図表２－4� 拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成21～25年）

   21 22 23 24 25
 通貨（億円） 拾得物 135  141  189  156  156
 　 遺失届 353  351  498  372  364
 物品（万点） 拾得物 1,820  1,976  2,063  2,242  2,380
 　 遺失届 1,096  1,128  1,156  1,180  1,208

年　次区　分

巡回連絡

注：一定の公ަڞ通機関又は都道府県公安委員会がࢦ定した施ઃ઎༗者（ಛ例施ઃ઎༗者）は、रಘ物に関する事項を警察にಧけ出たときは、
その物݅を自ら保؅することができる。
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第 節

 1 犯罪抑止に向けた取組
（１）஍Ҭࣾձͱͷڠಇ
は、社会・経済の発లのૅであるが、その֬อは、ಠり警察のみにΑって達せられるも࣏҆な޷ྑ　
のではない。警察は、஍Ҭ社会や関係機関・団体等との連携の下、社会全体でྑ޷な࣏҆がอたれ
るΑう取り組んでいる。
①　ࣾձͷ犯ࡑ༧๷ػೳͷߴ౓Խ
Ξ　҆શɾ҆৺ͳ·ͪͮ Γ͘

　੓府では、平成17年６月に犯罪対策ֳ྅会議と都࠶ࢢ生ຊ部の合同会議においてܾ定された
「҆全・҆৺なまちづくり全国ల開プラン」及び都࠶ࢢ生プロジェクト「防犯対策等とまちづくりの連
携協ಇにΑる都ࢢの҆全・҆৺の࠶構ங」に基づき、官民連携した҆全で҆৺なまちづくりを全国
で推進している。
は、25ޙࠓ　 年12月にֳ議ܾ定された「「ੈք一҆全な೔ຊ」૑造ઓུ」 （注）も౿ま͑、関係機関・
団体等と連携して、引き続き全国で҆全・҆৺なまちづくりの取組を推進していくこととしている。

Π　҆શɾ҆৺ͳ·ͪͮ Γ͘Λਪਐ͢ΔؾӡΛߴΊΔͨΊͷऔ૊
　犯罪対策ֳ྅会議において定められた「҆全・
҆৺なまちづくりの೔」（ຖ年10月11೔）の前ޙ
のظ間を中৺に、̓ 全で҆৺なまちづくりの気運
を高めるための༷ʑな取組が行Θれており、その
一؀として、ݦஶなޭ੷等のあった団体・ݸ人を
ट相が表জする「҆全・҆৺なまちづくり関係ޭ
࿑者表জ」がຖ年ट相官ఛにおいて行Θれてい
る。
　また、警察庁では、「҆全・҆৺なまちづくりの
೔」関連行事として、25 年10月27೔、༏れた活
動を行う防犯ϘランςΟア団体と防犯まちづくり
にੵۃ的な取組を行っている஍方公ڞ団体がそ
れͧれ取組内容を発表する「防犯ϘランςΟアフΥーラム2013」を開࠵した。

΢　ൟ՚֗ɾָ֗׻Λ࠶ੜ͢ΔͨΊͷ૯߹ରࡦ౳ͷਪਐ
　警察では、݈ 全でັ力あ;れるまちづくりを推進するための施策をߨじている。۩体的には、ൟ՚
体が行うまちづ࣏༗し、自ڞ体等と໰୊意識を࣏会、஍Ҭ住民、自޻生に向け、঎࠶のָ֗׻・֗
くり事業に計画ஈ֊からੵۃ的に関༩するほか、٬引きやスカウト行ҝ、ඇ行少年やෆྑ行ҝ者のい
ू、ҧ法広ࠂ物の設ஔ、ΰϛや自転車の์ஔ、ҧ法ற車、མॻき等の໎࿭行ҝの取締り等を通して
֗ฒみの改ળを図っている。また、ҧ法෩ଏӦ業等の෩ଏ関係事犯やෆ法ब࿑、人਎取引事犯、組
৫的なࢿ金֫ಘ犯罪等の取締りを行うとともに、犯罪インフラ対策の一؀として、ൟ՚֗・ָ֗׻に
おいて犯罪組৫が҉༂することのないΑう、ډࡶビϧ、広ࠂએ఻ഔ体等から犯罪組৫をഉআする取
組を推進している。

注：210ทࢀ照

কདྷにわたる犯罪཈止のため
の基൫のߏஙに޲けた取組4

安全・安心なまちづくり関係功労者表彰
（提供：内閣広報室）
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ᶄ　๷犯ωοτϫʔΫͷ੔උͱ׆༻ͷଅਐ
しいことに加͑、人口・Ո଒構造のมԽ等にΑり社会情੎がݫく情੎が依然としてרを取り࣏҆　
มԽしている中で、かつてྑ޷な࣏҆を͑ࢧてきた社会の連ଳײがرബԽしている。
　このΑうな現状を౿ま͑、警察は、஍方公ڞ団体、஍Ҭ住民、事業者等の֤ओ体をแׅする防犯
ωットϫークを੔備し、これを༗効活用したੵۃ的な情報交׵や、஍Ҭ住民にΑる防犯ύトローϧ
等の防犯ϘランςΟア活動、事業者にΑるＣ̨

（̧注１）活動等のओ体的な自ओ防犯活動に対する
ԉ等を行うことで、஍Ҭ社会が一体となった犯ࢧ
罪཈止対策の推進と連ଳײの向上を図っている。

Ξ　๷犯ϘϥϯςΟΞஂମͷ׆ಈ
　25 年末現在、警察が೺Ѳしている防犯Ϙラン
ςΟア団体は全国で４万7,084団体（注２）と、16
年の約6 ഒのਫ準となっている。これらの団体
のଟくは、ொ内会、自࣏会等の஍Ҭ住民にΑる
団体やࢠ供のอޢ者の団体である。その構成
員数についても、約275万人と、同年Αり約５ഒ
に増加したものの、25 年にॳめて減少した。こ
のഎܠには、৽たな団体の設立は引き続き進ん
でいるものの、構成員の高齢Խ等にΑり、団体
の少人数Խが進んでいる状況がみられる。
　このため、警察庁では、自ओ防犯活動の࣋続
的発లに向け、防犯ϘランςΟア活動における次
ੈ୅Ϧーμーҭ成等についてのௐࠪڀݚを実施
し、ニーζにԠじた活動ࢧԉ策を検౼することと
している。

Π　ࣗओ๷犯׆ಈʹର͢Δࢧԉ
　警察では、防犯ϘランςΟア団体に対し、犯罪
情報の提供、防犯ϘランςΟアอݥの経費ෛ୲
等を通じた経済的ࢧԉ、合同ύトローϧの実施
等の活動ࢧԉを行っているほか、自ओ防犯ύト
ローϧに使用する自動車に੨৭回転౮を૷備す
ることができる࢓組みづくりを行い、25 年末現
在、全国で 9,206団体、4万2,501୆の੨৭回
転౮૷備車が活動を行っている。
　また、警察庁ウェブサイト上に「自ओ防犯Ϙラ
ンςΟア活動ࢧԉサイト」を開設し、防犯Ϙラン
ςΟア団体相ޓのωットϫークづくりを推進して
いる。

΢　犯ࡑ৘ใ΍஍Ҭ҆શ৘ใͷఏڙ
　警察では、஍Ҭ住民が਎近にײじる犯罪の発
生を཈止し、犯罪被害に遭Θない҆全で҆৺な
まちづくりを推進するため、஍Ҭ住民に向けて、警察のอ༗する犯罪発生情報や防犯情報等を༷ʑな
手ஈ・ഔ体を用いてద時ద੾に提供し、自ओ防犯活動の促進に努めている。

注１：$oSpoSate	4oDial	3esponsiCilityのུ。ا業の社会的੹೚と༁される。法令९守、ڥ؀保ޢ、地Ҭݙߩ等、७ਮにࡒ務的な活動以外の
෼໺において、ا業が持続的な発లを໨的として行う自ओ的取組

	 ２：平ۉ月１回以上の活動実੷（୯にҙ׵ަݟや情報ަ׵のΈを行う会ٞをআく。）があり、かつ、ߏ成員が５人以上の団体
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31,931
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図表２－44 防犯ボランティア団体・構成員の推移（平成16～25年）

（年末）

青色回転灯を装備した自動車数（台）団体数（団体）（団体・台）

0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000

252423222120191817平成16
102 1201,452

4,129
3,645

13,141

5,428

20,527

6,556

26,622

7,359

30,801

8,041

35,018

8,510

38,262

8,902

40,427 

9,206

42,501

図表2－45� �自動車に青色回転灯を装備した防犯パト
ロールの実施状況（平成16～25年）

青色回転灯装備車を活用した自主防犯活動
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■　　　　　■

事例 ▶
Case

　෱Ԭ県警察は、25年４月、෱Ԭࢢ及び෱Ԭ商޻会ٞ所とڞに「෱Ԭࢢ防犯ϘランティΞ支ԉ事
業実行委員会」をઃ置した。同委員会は、同年̔月から、෱Ԭࢢ内で活動している防犯Ϙランティ
Ξ団体が行う活動に対し、ࢍ同をಘた関係団体等からのࢍڠ金を基に、活動費の支ԉを行ってい
る。この支ԉを受け、16団体が防犯ࣨڭや動画഑信サービスを用いて実گதܧを行いながらの防
犯ύトϩール活動、མॻき消し活動等を行っている（෱Ԭ）。■　　　　　■

ᶌ地域ࣾձ͕Ұମͱͳͬた҆શɾ҆৺ͳ·ͪͮ͘Γ
　東京都෢ଂ໺ࢢは、平成25年２月に同ࢢの٢঵ࣉ駅प
ลの࿏上でগ年２人によるঁੑを被害者とした強盗ࡴ人
事݅が発生したことを受けて、警ࢹி෢ଂ໺警察ॺや商
店会等から成る「٢঵ٸۓࣉ安全対策会ٞ」をઃ置した。
同会ٞにおけるݕ౼を౿ま͑、同ࢢは、警උ業者を活用し
たਂ໷ଳの防犯ύトϩール活動を開始し、商店会は、同駅
पลの商店֗に֗಄防犯カϝラをٸۓに੔උするなど、地
Ҭ社会が一体となった安全・安৺なまちづくりがਪਐさ
れることとなった（警ࢹி）。

警備業者による防犯パトロール活動

（２）൜ࡑ๷ࢭʹ഑ྀ͠たڥ؀ઃܭ
　犯罪を཈止するためには、都ࢢの構造の在り方をݟ௚し、都ࢢのϋード໘から物理的に犯罪が行Θ
れにくいڥ؀を૑ग़することが重要であり、これにΑり犯罪が発生するϦスクを௕ظにΘたり཈制す
ることができる。
ఆ౳ࡦ४ͷجઃ΍ॅ୐ͷ҆શࢪڞެ　①

　警察庁では、犯罪防止に഑ྀしたڥ؀設計にΑる҆全・҆৺なまちづくりを推進するため、住୐の
防犯性能の向上や防犯に഑ྀした公ڞ施設等の੔備等に関する҆全基準を策定し、その普及に努め
ている。
ᶄ　ڞಉॅ୐΍றं৔ͷ๷犯ੑೳͷೝఆɾొ࿥੍౓

　警察では、関係団体と協力して、防犯に഑ྀした構造や設備を༗するϚンγϣンやற車৔を防犯༏
ྑϚンγϣン、防犯モσϧற車৔としてొ録ຢは認定する制度の普及を図っており、平成26 年３月末
現在、防犯༏ྑϚンγϣン制度は24 都ಓ府県（注１）で、防犯モσϧற車৔制度は12都府県（注２）で੔
備されている。
ᶅ　֗಄๷犯Χϝϥͷઃஔ

　֗಄防犯カϝラは、被害のະ然防止や犯罪発生時の的֬な対Ԡに༗効である。警察では、26 年
３月末現在、21都ಓ府県で1,165୆の֗಄防犯カϝラを設ஔしているほか、民間事業者等にΑる֗
಄防犯カϝラの設ஔを促進している。また、民間事業者等にΑる設ஔ・運用についてࢧԉを行ってい
る。
ᶆ　౎ߏ࠶ࢢஙͷػձ౳Λଊ͑ͨ犯ࡑͷ͖ىʹ͘ ͍·ͪͮ Γ͘

　警察では、平ૉから自࣏体がओ࠵する֤種会議等にࢀ画し、関係部໳との意ݟௐ੔等をܧ続的に
行って、自࣏体の都ࢢ੔備に向けたओ体的行動を促すとともに、復ڵ、防ࡂ等の؍点から行Θれる
都࠶ࢢ構ஙの機会をଊ͑た犯罪のىきにくいまちづくりを推進している。

注１：๺海道、࡛ 、ಙౡ、愛ඤ、ޱࢁ、ౡ޿、ಸྑ、ௗ取、ݿฌ、ࡕլ、京都、େ࣎、ॏࡾ、ෞ、愛知ذ、ས、௕໺、੩Ԭ、෱Ҫࢁ、東京、千葉、ਆಸ઒、ۄ
େ෼及びԭೄ。平成26年３月຤で、1,9�9݅の登録又は認定がされている。

	 ２：	東京、千葉、෱Ҫ、࣎լ、京都、େࡕ、ฌݿ、ௗ取、޿ౡ、愛ඤ、େ෼及びԭೄ。26年３月຤ݱ在で、2�6݅の登録又は認定がされている。
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（３）஍Ҭͷ൜ࡑ৘੎ʹଈ͠た൜ࡑ཈ࢭ対策
　犯罪情੎や社会構造のมԽに൐って、警察活動を取りרくڥ؀がඇৗにෳࡶになってきていること
などをഎܠに、国民の警察に対する要੥がଟ༷Խしている。これにԠ͑るため、警察では、஍Ҭの
犯罪情੎にଈして警察活動をઓུ的にల開し、஍Ҭ住民にෆ҆ײを生じさせる਎近な事Ҋや事件に
ਝ଎かつ的֬に対Ԡすることを目指して、犯罪཈止対策を推進している。
①　犯ࡑ཈ܭࢭըͷࡦఆ

　஍Ҭの犯罪情੎にଈした効果的な犯罪཈止対策とするため、警察ॺ͝とに、相談、警ら、૞ࠪそ
のଞの警察活動にΑりऩूした情報等を分析し、その管۠׋Ҭにおいて重点的に཈止す΂き種類の
犯罪を定め、犯罪཈止計画を策定している。また、警察ຊ部においても、全国的な犯罪情੎をצҊ
し、関係する警察ຊ部及び警察ॺが連携して広Ҭ的な཈止活動を行うඞ要がある種類の犯罪を定め
て、犯罪཈止計画を策定している。
ᶄ　ܭըʹͮ͘جઓུతͳ犯ࡑ཈ࢭରࡦͷఆணԽ

Җに対してे分な଱性のある஍Ҭ社会を構ஙするためには、஍Ҭ住民、事業者、関係ڴ上の࣏҆　
団体、自࣏体等と連携協ಇした取組がඞ要ෆ可ܽである。したがって、犯罪཈止計画には、犯罪཈
止における஍Ҭ住民等の໾割や、警察が行う஍Ҭ住民等に対する஍Ҭの犯罪情੎等の情報提供等
のࢧԉを、できるݶり੝り込み、計画に੝り込まれた取組の効果を検ূしながら犯罪཈止対策の定
ணԽを図っている。また、犯罪཈止に向けた取組を推進するに౰たっては、既に警察と協力関係にあ
る者・団体にのみ依ଘすることなく、Αり広範な連携協ಇ関係の構ஙを目指すこととしている。

■　　　　　■

事例 ▶
Case

　େࡕ府警察、京都府警察及びฌݿ県警
察は、ܦ済及び生活の面でつながりがਂ
いことから「ࡾ都޿Ҭ防犯対策ϓϩジェ
クト」をཱち上げ、警察、商޻会ٞ所連
合会及び自࣏体が連携・ڠಇすること
によって、犯罪཈止に޲けた取組をਪਐ
し、޿Ҭ的・連続的な犯罪཈止と地Ҭ住
民の安全・安৺の確保を図っている。
　۩体的には、
˓	　࿏ઢバス事業者に対する車両等への
車上Ͷらい防止のためのϙスターのܝ
ࣔґཔ

˓	　୐഑事業者に対する഑ୡ業務を通じ
たಛघ詐欺等防止のためのチラシの഑
෍ґཔ

等を行い、犯罪཈止に޲けた޿報ܒ発活
動について、޿Ҭ的に事業をల開する事
業者のྗڠをಘている。また、事業者の
ཧ解のଅਐを図るため、޿Ҭ的な犯罪情
੎の෼ੳ݁Ռに基づく事業者޲けの防犯
。म会等を実施しているݚ
　さらに、３府県警察は、府県ڥपลで
発生する犯罪に的確に対Ԡするため、ྡ
઀する警察ॺؒで会ٞを開࠵し、情報ަ
■　　　　　■。や連携した防犯対策を実施している׵

プロジェクト調印式

車上ねらい等被害防止うちわ
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 2 生活安全産業の育成と活用
ͷҭ੒ۀඋܯ（１）
　警備業は、施設警備、ࡶ
౿警備、交通誘導警備、現
金༌ૹ警備、ϘσΟΨード等
の種ʑのܗଶを༗しており、
ϗームセΩϡϦςΟ等の機ց
警備のध要も拡大するなど、
国民に෯広く生活҆全サービ
スを提供している。また、ۭ
力発ిॴのΑうなςࢠݪやߓ
ロのඪ的とされやすい施設で
の警備も行っている。
　警察では、こうした警備業
が果たす໾割にؑみ、警備業法に基づき、警備業者に対する指導؂ಜ等を行い、警備業務の実施
のదਖ਼と警備業の݈全なҭ成を図っている。
ճ෮֐ͱඃࢭ෺商ɾ質԰Λ௨͡た盗඼౳ͷྲྀ௨๷ݹ（２）
物ݹ、物や࣭物として盗品等をѻうおそれがあることからݹ物঎や࣭԰では、そのӦ業に係るݹ　
Ӧ業法及び࣭԰Ӧ業法では、事業者（注１）に対し、これらのӦ業に係る業務についてඞ要な規制等を
定め、窃盗そのଞの犯罪の防止を図っている。警察では、これらの法཯に基づく品৮れ（注２）や؂ಜ
等にΑり、犯罪被害のਝ଎な回復に努めている。

ᶍݹ෺঎のؔஂ܎ମに͓͚Δऔ૊
　平成23年７月から同年̔月にかけて、େ手古物商において、1�歳未ຬの者からゲームιフト等を買い受け
るࡍに、盗品であるとのٙいを認めたにもかかわらず古物営業法に定められた警察׭へのਃ告を行わず、万引
き犯人に安қな׵金を許してしまう事案が発生した。
　これを受け、警察では、盗品ྲྀ入防止のための取組を強化するよう古物商の関係団体に対してཁ請を行うと
ともに、関係機関・団体等とݕ౼を行った。その݁Ռ、25年10月、̘ Ｄ・ゲームιフト等を取りѻうେ手古
物商がՃໍする日本ϝディΞコンテンπリϢースٞڠ会が、1�歳未ຬの者からの買取りについて、தֶ生か
らの買取りは保ޢ者同൐とすることなどを内容とする自ओルールを制定した。これにより、盗品ྲྀ入防止の
ための取組が一૚ਪਐされることとなった。

（３）๷൜ઃඋؔ࿈ۀքͱͷ࿈ܞ
　警察では、Αりྑ࣭な防犯設備が供څされるΑう、࠷৽の犯罪情੎や手口の分析結果等を事業者
に提供するなどして防犯設備の開発をࢧԉしている。
　また、公ӹ社団法人೔ຊ防犯設備協会が認定している防犯設備࢜等（注３）は、防犯設備の設計、施
管理に関する知識・ٕ能を༗するઐ໳Ոとして活༂している。警察では、同協会に対し、都࣋ҡ、޻
ಓ府県͝とに防犯設備࢜等の஍Ҭ活動ڌ点を設立するΑうಇきֻけており、平成26 年３月末現在、
38 都ಓ府県で設立されている。
注１：古物営業の許可ূのަ付を受けている事業者਺は�4万1,045、࣭ ԰営業の許可ূのަ付を受けている事業者਺は3,16�（それͧれ平成25

年຤ݱ在）
	 ２：警察本部௕等が、盗品等の発ݟのためにඞཁがあると認めたときに、古物商等に対して被害品のಛ௃等を通知し、その༗無の確認及びಧ出

を求めるもの
	 ３：防犯ઃඋ࢜（26年４月１日ݱ在２万4,219人）、૯合防犯ઃඋ࢜（同331人）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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図表２－46 警備業者・警備員数の推移（平成16～25年）
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 3 少年非行防止に向けた取組
（１）গ೥ඇߦͷݱঢ়
①　গ೥ඇߦ৘੎

　平成25 年中の刑法犯少年の検挙人員は５万6,469人と、前年Αり8,979人（13.7％）減少し、10
年連続の減少となった。しかし、同年齢૚人口1,000人౰たりの検挙人員は7.8人で成人（2.0）の
約４ഒと、引き続き高いਫ準にある。
　25年中の৮法少年（刑法）及びෆྑ行ҝ少年のิ導人員は、いͣれも減少傾向にある。
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0
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20
（万人） 検挙人員 少年の人口比 成人の人口比

※ 人口比とは、同年齢層の人口1,000人当たりの検挙人員をいう。

検
挙
人
員

人
口
比

（年）24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25昭 平

図表２－47 刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（昭和24～平成25年）

図表２－48 触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成16～25年）
年次区分

 触法少年(刑法）の補導人員（人）
  　　　　　　凶悪犯
  　　　　　　粗暴犯
  　　　　　　窃盗犯
  　　　　　　知能犯
  　　　　　　風俗犯
  　　　　　　その他の刑法犯

 20,191 20,519 18,787 17,904 17,568 18,029 17,727 16,616 13,945 12,592
 219 202 225 171 110 143 103 104 130 106
 1,301 1,624 1,467 1,425 1,347 1,336 1,497 1,438 1,469 1,494
 13,710 13,336 11,945 11,193 11,356 12,026 12,077 11,383 9,138 8,069
 46 57 63 55 65 68 60 68 61 64
 116 116 117 138 137 166 175 185 202 253
 4,799 5,184 4,970 4,922 4,553 4,290 3,815 3,438 2,945 2,606

 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

 不良行為少年の補導人員(人)
  　　　　　　深夜はいかい
  　　　　　　喫煙
  　　　　　　その他

 1,419,085 1,367,351 1,427,928 1,551,726 1,361,769 1,013,840 1,011,964 1,013,167 917,926 809,652
 669,214 671,175 719,732 795,430 732,838 554,078 549,798 564,575 526,421 472,852
 575,749 545,601 557,079 602,763 497,658 364,956 363,658 353,258 303,344 257,043
 174,122 150,575 151,117 153,533 131,273 94,806 98,508 95,334 88,161 79,757

ᶄ　ฏ੒25೥தͷগ೥ඇߦͷओͳಛ௃
Ξ　ܐ๏犯গ೥

　25 年中に検挙した少年のแׅ罪種別検挙人員は図表２－49のとおりであり、ほ΅全ての罪種で
減少傾向にある。

図表２－49 刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成16～25年）

総　数（人）
凶悪犯
粗暴犯
窃盗犯
知能犯
風俗犯
その他の刑法犯

年次
区分

 134,847 123,715 112,817 103,224 90,966 90,282 85,846 77,696 65,448 56,469
 1,584 1,441 1,170 1,042 956 949 783 785 836 786
 11,439 10,458 9,817 9,248 8,645 7,653 7,729 7,276 7,695 7,210
 76,637 71,147 62,637 58,150 52,557 54,784 52,435 47,776 38,370 33,134
 1,240 1,160 1,294 1,142 1,135 1,144 978 971 962 878
 344 383 346 341 389 399 437 466 566 523
 43,603 39,126 37,553 33,301 27,284 25,353 23,484 20,422 17,019 13,938

 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
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Π　࠶犯ऀ
　25 年中の刑法犯少
年の࠶ 犯 者数は、10
年連続で減少したが、
刑法犯少年全体に占め
る࠶犯者の割合は16
年連 続で増加し、25
年 は 34.3％と、ত ࿨
47年以降で࠷も高く
なった。

΢�　தֶੜٴͼߍߴੜͷڍݕɾิಋਓһʢܐ๏ʣ
　中ֶ生及び高ߍ生
の検挙・ิ導人員の推
移は、図表２－51のと
おりであり、いͣれも
減少しているが、19 年
以降、中ֶ生が高ߍ生
を上回っており、ඇ行
の௿年齢Խが認められ
る。

（２）ඇߦগ೥Λੜ·ͳ͍ࣾձͮくり
　警察では、都ಓ府県警察に少年サϙートセンターを設ஔ（注）し、少年ิ導৬員を中৺にඇ行防止に
向けた取組を行っている。また、少年の規範意識の向上及び社会とのឺ

ㆌ㆚ㆪ
の強Խを図るため、ඇ行少

年を生まない社会づくりに取り組んでいる。
①　গ೥૬ஊ׆ಈ

　少年やอޢ者等の೰みやࠔり͝とについて、ઐ໳的な知識を༗する৬員等が໘઀やి࿩、ి ϝーࢠ
ϧ等で相談にԠじ、指導・ॿݴを行っている。
ᶄ　֗಄ิಋ׆ಈ

　少年のいूするൟ՚֗や公Ԃ等において、少年警察ϘランςΟア等とڞ同で٤Ԏやਂ໷はいかい
等をしている少年に指導・注意を行う֗಄ิ導活動を実施している。
ᶅ　ܧଓิಋɾগ೥ʹखΛࠩ͠৳΂Δཱͪ௚Γࢧԉ׆ಈ

　少年相談や֗಄ิ導活動を通じて関Θった少年に対し、ຊ人やอޢ者等のਃग़にԠじて指導・ॿ
続ิ導を実施している。また、໰୊を๊͑ඇ行に૸ܧ等を行うݴ
る可能性がある少年及びอޢ者に対して警察からੵۃ的に連བྷし、
加促進、बֶ・ब࿑ࢀ活動等へのݧ続的に੠をֻけるほか、体ܧ
のࢧԉ等を行い、࠶びඇ行に૸りかͶない少年の立ち௚りをࢧԉす
る活動を推進している。
ᶆ　޿ใ׆ൃܒಈ

、等を実施するなどしてࣨڭༀ物ཚ用防止、ࣨڭでඇ行防止ߍֶ　
஍Ҭのඇ行情੎やඇ行要Ҽ等について情報発৴し、少年警察活動
等についての理ղを促している。

注：平成26年４月１日ݱ在、全国に196か所（うち警察施ઃ以外6�か所）のগ年サϙートηンターがઃ置されている。

再犯者(人) 37,866 35,510 33,842 31,230 28,404 28,295 27,050 25,435 22,179 19,345
再犯者率（％） 28.1 28.7 30.0 30.3 31.2 31.3 31.5 32.7 33.9 34.3

 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

再犯者率（%）再犯者（人）

年次

（人） （％）
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図表２－50 刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成16～25年）

（人）

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000

高校生中学生

中学生（人） 50,930 49,959 45,519 43,964 41,505 43,596 41,474 37,946 30,894 27,291
高校生（人） 58,719 53,508 47,790 42,430 36,200 34,857 33,917 30,303 25,159 21,015

 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年次区分

図表２－51 中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成16～25年）

農業体験を通じた立ち直り支援活動
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（３）ֶ อ֬ܞͱͷ࿈ؔػ܎ͷଞؔͦߍ
①　গ೥αϙʔτνʔϜ

ֶ、ʑの少年の໰୊状況にԠじた的֬な対Ԡを行うためݸ　 ಐ相談ॴ等の୲౰者からࣇ、警察、ߍ
成る少年サϙートチームをฤ成し、それͧれのઐ໳分໺にԠじた໾割分୲の下、少年等への指導・
ॿݴを行っている。
ᶄ　ֶߍͱ࡯ܯͱͷ࿈ܞ

ಐ・生ెに関すࣇҭҕ員会等と警察の間で締結した協定等に基づき、ඇ行少年等໰୊を༗するڭ　
る情報をֶߍと警察が相ޓに通知するֶߍ・警察連བྷ制度が、全ての都ಓ府県で運用されている。
また、警察ॺの管۠׋Ҭやࢢொଜの۠Ҭを୯位に、平成26 年４月現在、全ての都ಓ府県で約2,700
のֶߍ警察連བྷ協議会が設けられている。
ᶅ　εΫʔϧαϙʔλʔ

　ୀ৬した警察官等をスクーϧサϙーターとして警察ॺ等に഑ஔし、ֶ すݣからの要੥にԠじて೿ߍ
るなどして、いじめ等のֶߍにおける少年の໰୊行動等への対Ԡ、巡回活動、相談活動、ࣇಐの҆
全֬อに関するॿݴ等を行っている。26 年４月現在、43 都ಓ府県で約800人が഑ஔされている。

（４）গ೥࡯ܯϘϥϯςΟΞͱͷ࿈ܞ
　警察では、平成26 年４月現在、少年警察ϘランςΟアとして、全
国で少年ิ導員（注１）約5万2,000人、少年警察協ॿ員（注２）約300
人、少年指導ҕ員（注３）約6,600人をҕ৤しており、協力して少年の
݈全ҭ成のための活動を推進している。また、同年３月現在、大ֶ
生を中৺とした少年警察ֶ生ϘランςΟア約5,300人が全国で活動
しており、少年と年齢が近くその৺情や行動を理ղしやすいなどの
ಛ性をいかし、ֶ शࢧԉ活動や少年のډ৔ॴづくり活動等にも取
り組んでいる。 

（５）গ೥݅ࣄ対策
　警察では、少年の݈全ҭ成のためにద੾なอޢॲ分が行ΘれるΑう、警ࢹ庁及びಓ府県警察ຊ部
に少年事件指導官をஔき、ݸʑの少年のಛ性にԠじた取ௐ΂等を行うとともに、؍٬的ূڌのऩू
やཪ෇け૞ࠪ等をపఈして֨ݫなඇ行事実のಛ定等に努めるΑう、૞ࠪ員等に対する指導・ڭҭを
行い、少年事件のݫਖ਼かつ的֬な૞ࠪ・ௐࠪに努めている。

■　　　　　■
事例 1

Case

　平成25年６月、無৬のগঁ（16）らは、元同ڃ生のগঁを車に؂禁し、車内及びࢁதにおいて
๫行をՃ͑て金銭を強取した上でࡴ害し、ࢮ体をҨغした。同年̔月までに、গঁら７人を強盗
■　　　　　■。（ౡ޿）人罪等で逮捕したࡴ

■　　　　　■
事例 2

Case

　25年６月、男子ߍߴ生（16）は、ֶ 生の男子から消しΰムを投げつけڃ内において同ࣨڭのߍ
られたことにܹߴして同人のڳをਕ物でಥきࢗした上、タクシーを強取してಀ૸を図った。同年
７月までに、গ年をࡴ人未਱罪等で逮捕した	千葉
。■　　　　　■

注1：֗಄ิ導活動、ڥ؀ড়化活動を始めとする෯޿いඇ行防止活動にै事している。
	 2：ඇ行集団に所ଐするগ年を集団から཭୤させ、ඇ行を防止するためのࢦ導・相談にै事している。
	 3：෩営適正化法に基づき、都道府県公安委員会から委৤を受け、গ年を༗害な෩ଏڥ؀のӨڹから守るためのগ年ิ導活動や෩ଏ営業者等へ

のॿݴ活動にै事している。

大学生ボランティアによる学習支援
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̙、ども・女性等҆全対策係として、ストーカーࢠ、はࢲ　 、̫女性に対する
੠ֻけやつきまとい等の事Ҋに対Ԡし、性犯罪等の重大な犯罪がىきな
いΑうະ然に防止する活動をしています。
　ある೔、対策係に女ࢠ大ֶ生を໊৐る方からಗ໊でϝーϧが寄せられま
した。その内容は、「知らないஉからたͩ௥いかけられるͩけですが、す͝
くාい。警察ではこんなことも取り合ってもら͑るのでしΐうか」というも
のでした。ࢲもかつて大ֶ生時୅にஉ性からのつきまといを経ݧし、ݴい
知れ͵ෆ҆とڪාײに೰まされていたことをࢥいग़し、൴女を҆৺させた
いという一৺で、ࢲ達との໘઀をؤなにڋΉ൴女と、ࡶ談を交͑つつϝー
ϧのやりとりを続けました。すると、൴女は次ୈに৺を開いてくれるΑうに
なり、࠷ऴ的には௚઀会って೰みをฉくことができました。ෆ҆をଧち໌けてくれたその女性は、সإを取り໭し、自୐で
もڪාを֮͑ることなく҆৺して生活できるΑうになったということです。
رっています。ະདྷへのࢥは、これからも、どんなささいなことでも༐気をもってૌ͑た̨̨̤に੣実に向き合いたいとࢲ　
๬をୣうΑうな൰ྼな犯罪がىきてしまう前に、これからも女性の立৔に寄りఴった࢓事を続けていきたいとࢥいます。

女性の未来に向けた活動を
山形県警察本部生活安全部生活安全企画課

飯沼　歩　巡査部長

注：ࡌܝされているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。

土地勘は最大の武器
広島県警察本部地域部通信指令課指令第二係

前田　雅弘　警部補

　通৴指ྩ業務は、警察ॺの指ྩ係を合Θせて10年目になりますが、現
在も、その難しさ、੹೚の重大さをひしひしとײじながらۈ務しています。
　通৴指ྩ業務は、通報を受け、事Ҋを൑அし、ඞ要な手഑を行うことが
ओな೚務ですが、そのద൱が以ޙの警察活動に大きくӨڹするため、「ॳ
動の要」とݴΘれています。
　この業務に携Θる者は、県内全Ҭの஍理のख़知がٻめられ、現৔が൑
໌すれば、௚ちに管׋ॺに対して現৔อଘ、関係者の֬อ等の指ྩを行
い、犯人がಀ૸すれば、手഑先を൑அし、検໰・検ࡧ৔ॴを指ྩして、犯人
֬อに全力をਚくさなければなりません。
　৽೚のࠒ、大先ഐから「警察官は、土஍を知り、人を知らなければ࢓事
にならん」と͑ڭられたことが、ࢲの࢓事の基ຊとなっています。
　土஍צがあれば、「この指ྩ୲౰者はΑく஍理を知っている」と現৔警察官にࢥΘせる指ྩができ、おのͣと指ྩࣨと現
৔との連携が図られ、犯人の検挙にܨがっていきます。
　犯人検挙のແઢが入ると、自然に「Αし」とখさなΨッπϙーζがग़て、「通৴指ྩの࢓事をしていてྑかった」とتびを
。じますײ
　これからも、広ౡ県内はもちΖんのこと、県ڥ෇近のྡ県も「Զに೚せΖ」と͑ݴるくらい஍理をௐࠪし、「土஍צは஍ݩ
の人にもෛけない」という自৴とプライドを࣋ち೔ʑۈ務していきたいとࢥっています。

カモンくん

ϝイプϧ܅

いい ぬま  　あゆみ

まえ  だ　　  まさひろ
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